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序     文 

 

チリ共和国小規模酪農生産性改善計画は、平成 10 年 12 月 9 日に署名・交換された討議

議事録（R/D）に基づき、平成 11 年 10 月 15 日から 5 年間の予定で協力が開始され、全国

家畜繁殖飼養管理訓練センター（CENEREMA)において、小規模酪農家を対象に農家レベルの

家畜繁殖及び飼養管理に係る適正技術を改善・普及することを目的として技術協力を実施

してきました。 

この度、プロジェクトの協力期間の終了を平成 16 年 10 月に控え、国際協力機構は平成

16 年 4 月 14 日から 4 月 30 日までの間、国際協力機構農村開発部第二グループ畑作地帯第

二チーム主査（当時） 野口京香を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、チリ共

和国側評価チームと合同で、これまでの活動実績等について総合的評価を行いました。 

これらの結果は、日本・チリ共和国双方の評価チームによる討議を経て、合同評価報告

書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団の調査・協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用されて、両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うものです。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力頂いたチリ共和国関係機関及び我が国関係各位

に対し厚く御礼申し上げるとともに、国際協力機構の業務に対して今後とも一層のご支援

をお願いする次第です。 

 

平成 17 年 1 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

                                         農村開発部 

                         部長  古賀 重成 
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 評価調査結果要約表 

Ⅰ . 案件の概要 

国名：チリ共和国 案件名：「小規模酪農生産性改善計画」終了

時評価調査 

分野：畜産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 

第二グループ畑作地帯第二チーム

協力金額（評価時点）： 5 億 8,702 万円 

先方関係機関：全国家畜繁殖飼養管理訓練セ

ンター（ CENEREMA ） 

R/D 署名日： 1998 年12月 9 日 

 

日本側協力機関：農林水産省 

協力期間： 5 年間（ 1999 年10月15

日～ 2004 年10月14日） 

他の関連協力：なし 

１．協力の背景 

 チリ国の農林業セクターは GDP の 6 ％、就業人口の約16％を占める。一方、自

然条件の制約から農用地面積の約76％を牧草地が占めており、酪農の振興は地域

間格差の是正、国土保全・利用の観点からも重要である。また、チリ国政府は、

メルコスール ( 南米南部共同市場 ) 加盟による自由競争下で、小規模酪農家が多

大な影響を被ると予想し、その生産性及び経営改善を急務としている。 

同国内の貧困地域とされる第10州は、主な産業が酪農である一方、小規模酪農

家の収入の低さ、それに起因する離農等に直面しており、酪農技術の改善、生産

性向上等を通じた農家経営の安定化が迫られている。 

こうした背景の下、チリ国政府は中小規模農家の生産性向上に貢献する機関と

して、全国家畜繁殖飼養管理訓練センター（ CENEREMA ）の設立を計画し、その活

動に係る協力を我が国に要請した。これを受け、日本は1999年10月15日から 5 年

間の技術協力を開始した。 

 

２．協力内容 

(1) 上位目標 

第10州における小規模酪農家の生産性が向上する。 

(2) プロジェクト目標 

農家レベルの適正な家畜繁殖及び飼養管理技術が改善・普及される。 

(3) 成果 

1)人工授精に係る小規模酪農家の知識が向上し、十分に技術を身につけた人工

授精技術者が養成される。 

2)飼養管理に係る技術者及び小規模酪農家の知識が向上し、モデル集乳所にお

いて適正な技術が実証展示される。 

3)オベロコロラド／オベロネグロの種雄牛の能力が向上する。 

(4) 投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

 日本側： 

  長期専門家派遣  延べ 7 名   機材供与      1 億 963 万円相当

  短期専門家派遣  延べ11名   ローカルコスト負担 約 4,255 万円 

  カウンターパート研修受入れ 延べ21名      

 相手国側： 

  カウンターパート配置 18名   土地・建物の提供  

  ローカルコスト負担 264,267,787ペソ 



Ⅱ . 評価調査団の概要 

調査者 総括  ： 野口京香 独立行政法人国際協力機構農村開発部 

第二グループ畑作地帯第二チーム主査（当時）

人工授精 /  

繁殖育種： 別府哲郎 独立行政法人家畜改良センター 

新冠牧場種畜課長 

飼養管理： 高瀬久男 独立行政法人家畜改良センター 

技術部業務管理課 

計画評価： 串田 彩 独立行政法人国際協力機構農村開発部 

第二グループ畑作地帯第二チーム 

評価分析： 岸並 賜 ( 株 ) 国際開発アソシエイツ 

調査期間  2004年 4 月14日～ 2004年 4 月30日 評価種類：終了時評価 

Ⅲ. 評価結果の概要 

１．実績の確認 

 プロジェクト目標の指標に対する実績は以下のとおりである。 

 

指標 1 ：2004年までに適切な人工授精技術が第10州内の80％の集乳所に普及さ

れる。 

 （実績）第10州の全集乳所（71ヶ所、2002年12月現在）のうち、93％（66ヶ

所）に人工授精技術が普及された。 

 

指標 2 ：2004年までに 4 モデル集乳所の 8 モニター農家が正しい搾乳技術の

80％以上を実施し、生産乳の細菌数が 50,000 個 /ml 以下になる。 

（実績）2003年までに 8 モニター農家の 4 戸で、80％以上の正しい搾乳技術が

実施された。また、 6 モニター農家の 4 戸で生産乳の細菌数が 50,000

個 /ml 以下になった。 

 

指標 3 ：2004年までに 4 モデル集乳所の10％の農家で、生産及び繁殖記録が個

体選抜と牛群の繁殖改善に利用される。 

（実績）2003年までに 4 モデル集乳所の20％の農家が乳量検定に参加し、 7 ％

の農家が繁殖記録を記帳している。これらの結果は個体選抜、牛群の

繁殖改善に利用された。 

 

指標 4 ：2004年までに、受精卵移植生産による人工授精用候補種雄牛の精液が

平均 2,000 本凍結保存される。 

 （実績） 8 頭の候補種雄牛から 20,000 本以上の凍結精液が保存された。2003年

には、 8 頭中 7 頭から平均 2,000 本 / 頭以上の凍結精液が生産され

た。 

 



２．評価結果の要約 

(1) 妥当性―高い― 

チリ国は、国家農業開発計画（2000～ 2010年）において、小規模農家の支

援、畜産業の発展を優先課題のひとつとして位置づけている。 

また、我が国の対チリ援助重点分野として各地域の社会経済の特色に合った

地域経済開発支援をあげている。本プロジェクトは、比較的貧困層が多く、全

国の牛乳生産量の65％を占める第10州において、小規模酪農家を対象に牛乳生

産性・乳質の向上を図るものである。本プロジェクトは両国の政策と整合性が

あり、妥当性は高いといえる。 

 

(2) 有効性―比較的高い― 

本プロジェクトにおいては、飼養管理分野において C/P の配置、農家への技

術指導を行う技術コンサルタントとの調整が不十分であったことから、活動の

進捗に若干の遅れが見られた。しかしながら、関係機関の密なコミュニケーシ

ョンにより徐々に問題が解消された。技術者及び農家は本プロジェクトを通じ

て酪農生産に係る知識や技術を習得、適用しており、これまでに得られた各成

果はいずれもプロジェクト目標の達成に貢献している。このため、プロジェク

ト目標は概ね達成される見込みである。 

 

(3) 効率性―比較的高い― 

  日本側投入は質、量、タイミングいずれも適切であった。チリ側の投入につ

いては、当初、飼養管理分野の C/P の配置及び運営予算の確保が不十分であっ

たが、現在、問題はほぼ解消されつつある。 

 

(4) インパクト―以下のような正のインパクトが確認された― 

1) 上位目標の指標のひとつ「2009年までに第10州内集乳所の１ヘクタールあた

りの平均牛乳生産量が50％増加する」が達成されている。 

2) チリ国は従来縦割り行政であるが、本プロジェクトを通じ、 CENEREMA 、農牧

研究所 (INIA) 、農牧開発庁 (INDAP) 、農牧庁 (SAG) 等の関係機関が相互に連

携を図るようになった。 

3) 人工授精分野の活動が、第 8 州、第 9 州へと展開されている。 

4) 2003年11月に国際セミナーが開催され、 CENEREMA に対する期待と賛同が示さ

れた。また、このセミナーを機に 3,500 本の凍結精液がペルーへ輸出され

た。 

5) 日本・チリパートナーシッププログラム（JCPP）のもと、 CENEREMA はエル・

サルバドルへの協力を開始した。またニカラグアへの協力も進められてい

る。 

6) 新技術の導入に消極的であった小規模酪農家が、プロジェクトを通じ、その

重要性を認識するようになった。 

7) チリ国政府が国家畜産開発計画を策定するにあたり、 CENEREMA に意見を求め

るとともに、プログラムへの参加を求めている。 



(5) 自立発展性―高い― 

現在チリ国政府は、「国家畜産開発計画」を策定しており、この策定にあた

って CENEREMA に意見を求めるとともに、プログラムへの参加を求めていること

から、政策的支援は保証されているものと考えられる。 

財政面については、アウストラル大学、農業省の各機関（ INDAP 、 SAG 等）

を通して活動予算を確保しているのが現状である。運営予算は大学が負担する

べきであり、現在その方向で調整中である。自己財源としては、プロジェクト

で生産した種雄牛の精液販売料の20％、親子鑑別料の50％、液体窒素販売料の

15％の歳入が約束されている。 

また、これまでに CENEREMA に蓄積された技術、資機材の維持管理能力は、今

後も小規模農家の支援を十分に継続できるものと考えられ、政策的・財政的側

面と併せ、自立発展性は高いといえる。 

 

３．効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

農業省、第10州政府が小規模酪農家の生産性向上を優先課題とし、農家の関

心も高い。また、乳質に関し、より厳しい基準が求められており、小規模酪農

家も対応せざるを得ない状況であることを認識しており、それ故農家の乳質改

善に係る取り組みを促進した。 

(2) 実施プロセスに関すること 

1) プロジェクト活動を通して、徐々に関係各機関の協力体制が確立・機能し

た。 

2) 専門家と C/P は定期的な打合せを行い、活動の効率的進捗が図られた。 

3)  CENEREMA センター長により活動の進捗が適宜農業省に報告されたため、プ

ロジェクト責任機関との情報の共有が図られた。 

 

４．問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

  プロジェクト開始当初は供卵牛として供給される牛の数は少なく、また受卵

牛の確保も容易ではなかった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

  農家への飼養管理の指導は、 INDAP が委託する民間技術コンサルタントを通

じて実施されている。これに係る INDAP の予算が十分に措置されなかったこと

により、農家への技術指導が途切れることがあり、いくつかの活動進捗に遅れ

が見られた。また、生まれた子牛の管理方法や所有権など、実用的に活用する

際の利害に絡む問題も発生した。 

 



５．結論 

プロジェクトは討議議事録（ R/D ）、プロジェクト・デザイン・マトリック

ス(PDM）及び活動計画（PO）のフレームワークに従って、順調に達成されてき

たと評価できる。従って、 R/D の計画どおり、本プロジェクトは2004年10月14

日をもって終了する。 

 

６．提言 

(1) 一般的提言 

1) CENEREMA の活動が維持されるようアウストラル大学は適切な予算を確保す

ること。 

2)  チリ側はプロジェクトの成果を第10州全域、さらには国内他州へ普及すべ

きである。 

3)  プロジェクトによって開発された小規模酪農家向けの技術が継続的に普及

されるよう、関係機関は相互に連携を図るべきである。 

4)  CENEREMA は第三国研修、JCPP等によりプロジェクトの成果を他国へ普及す

ることを検討すべきである。 

5)  
(2) 技術的提言 

1) CENEREMA は発育能力検定を継続し、人工授精用種雄牛の選抜に利用すべき

である。 

2) 農家における収益の拡大を図るため、牛群検定のデータを飼養管理等に活

用するとともに、本分野を支援する日本人専門家の派遣の可能性を検討すべ

きである。 

3) CENEREMA は家畜関連施設、集乳所等各レベルにおける家畜衛生及び生産管

理について一層の改善に取組むべきである。 

4) CENEREMA は建設費、人件費、民間検査室の現状等を踏まえ、乳質検査のた

めの中央検査室設立の検討を継続すること。 

 

７．教訓 

(1) CENEREMA 運営委員会が少なくとも年 3 回開催され、プロジェクトの進捗状

況、問題点及びその解決策が話し合われている。関係機関の間の密なコミュニ

ケーションによって、プロジェクトの達成度が高いレベルに達したと思われ

る。 

 

(2) 2000 年11月に実施された運営指導 ( 計画打合せ ) 調査において、本プロジェ

クトの具体的な活動計画が策定された。その際、種雄牛の能力改善を本プロジ

ェクトの成果とするためには、後代検定の実施が不可欠であるが、後代検定に

は長期間を要することから、プロジェクト期間中に実施する範囲は候補種雄牛

を生産する部分までと整理された。これが結果的に目標を明確にするととも

に、達成度を高めたと思われる。 

 







第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（１） 経緯 

チリ国の農林業セクターは GDP の 6％、就業人口の約 16％を占める。一方、自然条件の制約から農用地

面積の約 76％を牧草地が占めており、酪農の振興は地域間格差是正、国土保全・利用の観点からも重要

である。同国政府は、メルコスール（南米南部共同市場）加盟による自由競争下で、多大な影響を被ると予

想される小規模酪農家の経営改善が必要と判断し、国家農業開発計画（1995～2004 年）の重要課題として

貧困対策、農民への技術援助、畜産振興を推進し、家畜の生産性向上、それによる地方の貧困軽減を最

重要課題のひとつと位置づけている。 

同国内の貧困地域とされる第 10 州は、酪農が主要な産業であり、特に小規模酪農家の収入の低さとそれ

に起因する離農、都市部への人口流出に直面しており、酪農技術の改善、生産性向上等を通じた農家経

営の安定化が迫られている。 

こうした背景の下、同国政府が優先課題としている貧困撲滅、地方開発、都市への人口流出抑制等に資

するため、中小規模農家の畜産生産性向上に貢献する機関として、全国家畜繁殖飼養管理訓練センター

（CENEREMA）の設立を計画し、その活動に係る協力を我が国に要請した。 

上記要請を受けて、国際協力事業団(当時)は 1999 年 10 月 15 日に 5 年間の技術協力を開始した。2000

年 12 月には活動計画（Plan of Operation ：PO）及びプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix ：PDM）が日本・チリ双方の協議で策定されている。また、2002 年8 月には巡回指導調査団が派遣さ

れ、活動の進捗について中間時点での評価が行われた。 

今般は、2004 年 10 月 14 日の活動期間終了に向けて、これまでの活動実績を評価するとともに、今後に

向けての提言及び教訓を抽出することを目的とし、終了時評価調査団を派遣した。 

 

(２） 終了時評価の目的 

1)  技術協力の開始から 5 ヶ年の実績（調査団訪問後の予定を含む)と計画達成度を討議議事録(R/D)、

PO 及び PDM に基づき、評価 5 項目(妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性)に沿って総合

的に調査、評価する。 

2)  協力期間終了後の取るべき対応策について協議し、その結果を日本・チリ両国政府及び関係当局に

報告・提言する。 

3)  今後類似案件が実施された場合に、その案件を効果的に立案・実施するため、本協力の実施による

教訓・提言を取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 野口京香 独立行政法人国際協力機構農村開発部 

第二グループ畑作地帯第二チーム主査（当時） 

人工授精/繁殖育種 別府哲郎 独立行政法人家畜改良センター 

新冠牧場種畜課長 

 



飼養管理 高瀬久男 独立行政法人家畜改良センター 

技術部業務管理課 

計画評価 串田   彩 独立行政法人国際協力機構農村開発部 

第二グループ畑作地帯第二チーム 

評価分析 岸並   賜 (株) 国際開発アソシエイツ 

 

１－３ 調査期間 

（１） 2004 年 4 月 18 日～4 月 30 日(「評価分析」団員を除く) 

（２） 2004 年 4 月 14 日～4 月 30 日（「評価分析」団員） 

 

１－４ 終了時評価の方法 

（１） 合同評価 

チリ側評価委員と合同評価委員会を結成し、カウンターパート機関（CENEREMA）からプロジェクトの進捗

及び今後の運営方針についてインタビュー調査を行うとともに、その他関係機関(農業省、アウストラル大学

等)との協議・意見交換、並びに現地調査を行い、プロジェクトを総合的に評価するとともに、プロジェクト終

了後の協力の方向性について協議を行った。評価結果は合同評価報告書として取りまとめ、合同調整委員

会にて報告した。また、合同調整委員会の協議結果をミニッツ（Minutes of Meeting :M/M）に取りまとめ、署

名・交換を行った。 

 

＜チリ側評価委員＞ 

担当分野 氏名 所属 

総括 Dr. Marcelo Herve 

 

アウストラル大学獣医学部副学部長 

人工授精/繁殖育種 Dr. Pedro Saelzer アウストラル大学獣医学部繁殖学研究室 

飼養管理 Dr. Roberto Ihl アウストラル大学畜産学研究室 

Mr. Ivan Mertens 国際協力庁二国間協力部 計画評価 

Ms. Cecilia Rojas 農牧省農業政策調査局 

評価分析 Mr. Ivan Davis 第 10 州農業省地方局 

 

（２） PDME の策定 

PDME の作成にあたって事前にプロジェクトと協議した結果、本調査では PDM3（2002 年 7 月 24 日版）を

PDME とすることとした。PDM3 は 2002 年の中間評価での協議をもとに修正されたものである。PDM3 の「上

位目標」、「プロジェクト目標」及び「成果」の相互関係（ロジック）は明確であるとともに、4 つの指標は、専門

家及びプロジェクト関係者の経験から設定されたものであるため、プロジェクト目標が達成されたと判断する

ために妥当な数値といえる。さらに外部条件に変更はないことから、PDM3 に沿って評価を実施することとな

った。 

 

 



（３） 主な調査項目と情報・データ収集方法 

まず、PDME に基づき、プロジェクトの目標達成度、評価 5 項目、実施プロセスをそれぞれ検証するため

に評価グリッドを作成した。評価グリッドから、確認事項を検討し、それぞれの確認事項について、どのように

確認するのか、その情報の入手方法を検討した。主な情報の入手方法は以下のとおり。 

 

1)  質問票 

対象者：カウンターパート、専門家、プロジェクト関係者（合同調整委員会のメンバー）、小規模酪農

家 

活動 3 分野（人工授精、飼養管理及び繁殖育種）ごとのカウンターパート及び専門家、プロジェクト関

係者（合同調整委員会のメンバー）、小規模酪農家に対し、評価 5 項目に基づいた質問票を作成し、

回答を収集した。 

2)  プレゼンテーション 

CENEREMA の組織・運営、また活動 3 分野ごとの成果等について、カウンターパートがプレゼンテー

ションを実施し、その後、質疑応答を行った。 

3)  インタビュー 

対象者：カウンターパート、専門家、集乳所、小規模酪農家等 

カウンターパート及び専門家へのインタビューは、各分野を担当する評価委員が個別に行った。小規

模酪農家については、モニター農家への戸別訪問または集乳所において実施した。 

4)  現地調査 

4 ヶ所のモデル集乳所（Mafil、Santa Barbara、Los Avellanos、El Trauco）及び各モデル集乳所に 2

戸ずつ設置されたモニター農家を訪問した。さらにプロジェクトに関連する CAFRA、COOPRINSEN

等での調査を実施した。 

5)  資料のレビュー 

終了時評価の事前資料等をもとに、これまでのプロジェクト活動の進捗や実績を確認した。 

 

 



第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ 上位目標 

第 10 州における小規模酪農家の生産性が向上する。 

 

２－２ プロジェクト目標 

農家レベルの適正な家畜繁殖及び飼養管理技術が改善・普及される。 

 

２－３ 成果 

（１） 人工授精に係る小規模酪農家の知識が向上し、十分に技術を身につけた人工授精技術者が養成され

る。 

（２） 飼養管理に係る技術者及び小規模酪農家の知識が向上し、モデル集乳所において適正な技術が実証

展示される。 

（３） オベロコロラド/オベロネグロの種雄牛の能力が向上する。 

 

２－４ 活動 

（１） 人工授精 

a) 人工授精に関する実態調査及びモニタリング 

b) 人工授精に関する農家への啓蒙普及 

c) 人工授精技術者の養成及び再教育研修 

（２） 飼養管理 

a) 第 10 州の酪農状況の調査及びモニタリング 

b) 乳牛の飼養管理に関わる農民対象の普及及び研修の実施 

c) 個体乳量及び繁殖記録システムの構築 

d) 乳質管理システムの確立と小規模酪農家によるその利用 

（３） 繁殖育種 

a) オベロコロラド/オベロネグロ飼育牧場の育種システムと遺伝的能力の調査とモニタリング 

b) 受精卵移植技術を利用した種雄牛造成システムの構築 

 



第３章 調査結果 

 

３－１ 投入実績 

投入の詳細は、表 1 及びミニッツ(合同評価報告書の ANNEX)を参照されたい。 

 

（１） 日本側の投入 

１） 専門家派遣 

① 長期専門家：チーフアドバイザー/人工授精、業務調整、繁殖育種、飼養管理(計 7 名) 

② 短期専門家：乳質改善、家畜育種ほか、必要に応じ随時派遣(計 11 名) 

２） 機材の供与 

乳質検査用資機材、家畜繁殖用資機材、啓蒙普及用資機材、プロジェクト活動に関する機材の調

達等(計 1 億 9 百万円相当) 

３） カウンターパート研修受入れ 

人工授精、育種等の技術研修のほか、農林水産省、(独)家畜改良センター等の国内畜産関連機

関において視察型研修を実施(計 21 名) 

4)  ローカルコスト負担 

日本人専門家活動経費、国際セミナー開催費等（計 42,557 千円） 

（２） チリ側の投入 

1)  カウンターパートの配置 

人工授精分野、飼養管理分野、繁殖育種分野(計 18 名) 

2)  土地・建物の提供 

3)  ローカルコスト負担(計 264,267,787 ペソ、ただし 1999～2003 年度の合計) 

 

３－２ 成果の達成度 

各成果の内容及び各成果に対する指標とその達成は次のとおりであった。 

 

（１） 成果１ 「人工授精に係る小規模酪農家の知識が向上し、十分に技術を身につけた人工授精技      

術者が養成される」の指標及び達成度 

 

成果１の指標 指標の達成度 

１．2004 年までに、第 10 州内の集乳所の 80％

の小規模酪農家が人工授精に係る指導を受

ける。 

第 10 州の 93％の集乳所の農家が人工授精に

関する研修会に参加した。 

２．2004 年までに、第 10 州内の集乳所の 80％

の人工授精技術者が CENEREMA で研修を

受け、技術認定され、再教育に参加する。 

第 10 州の 93％の集乳所で人工授精技術者が

養成され、再教育を受けた。 

 

人工授精に関する小規模酪農家への啓蒙普及については、主として集乳所単位で実施されている。

1999 年から 2003 年までに 100 回の研修会が開催され、計 2,476 名の農家が受講した(表 2)。 

人工授精技術者の養成研修については、1999 年から 2003 年までに 24 回開催され、計 255 名が受講し

た（表３）。チリ国には、人工授精に関するライセンス制度がないため、CENEREMA では研修終了後に 100

 







３．2004 年までに、4 モデル集乳所の 10％の農

家で個体乳量及び繁殖が記録され、これらの

結果が評価される。 

2003 年までに、4 モデル集乳所の 20 及び 7％

の農家で、それぞれ個体乳量及び繁殖が記録

され、これらの結果が評価される状況に至っ

た。 

 

４．2004 年までに、4 モデル集乳所乳質検査室

が管内農家で生産された牛乳中の細菌数を、

最低月 1 回の頻度で検査する。 

 

2003 年までに 4 モデル集乳所乳質検査室中 3

検査室が管内農家で生産された牛乳中の細菌

数を、最低月 1 回の頻度で検査する状況に至

った。 

 

 

１）技術者の知識統一 

プロジェクト開始後に実施された実態調査により、小規模酪農家における飼養管理状況が分析・把握さ

れ、適切な活動計画が策定された。また、これらの現状分析に基づき、小規模酪農家に適した飼養管理

技術を策定し、農家及び技術コンサルタントへの研修が実施されている。 

チリ国においては、飼養管理に係る農家への技術指導を民間の技術コンサルタントが実施しているた

め、技術普及の一端を技術コンサルタントが担うこととなる。このため、プロジェクトでは第 10 州内の小規

模酪農家に技術指導を実施している全ての技術コンサルタントに対して、飼養管理に係る研修を実施し

た。 

 

２）モデル集乳所における農民への指導 

プロジェクトでは、策定された技術の適応性を確認するため、4 ケ所のモデル集乳所を設け、その管内

の小規模酪農家に対して、搾乳衛生、繁殖記録、人工哺育等の個別指導を実施した。乳量に顕著な増

加（モニター農家平均で 4 年間に乳量が 50％増加）が確認される等、技術の適応性が確認されたことから

当該技術の更なる普及を図る必要がある。 

また、技術コンサルタントに対する模範的農家研修の実証展示として、4 モデル集乳所において、搾乳

衛生、繁殖記録及び人工哺育の研修を現地適応マニュアルを使用して実施したが、いくつかのモデル集

乳所では、技術コンサルタントによる指導が農家に行き渡っていない状況にある。これに関し、農家から聴

取したところ、技術コンサルタントが実施する農家への指導内容は、あくまで INDAP との契約に基づいた

ものであり、この契約の中にプロジェクトで必要とする指導内容が含まれていない場合、技術指導を受け

ることができないということである。また、技術コンサルタントを活用するにあたっての INDAP の予算が途切

れたこともあったとされている。本プロジェクトにおける小規模酪農家向けの飼養管理技術を定着・普及さ

せるためには、INDAP、CENEREMA 等の関係機関が更に連携を図る必要があると思われる。 

 

３）個体乳量及び繁殖記録システムの構築 

ア．個体乳量の記録及び乳生産能力の評価システムの構築 

CENEREMA は INDAP に乳量検定(牛群検定)実施の予算を申請し、これが承認され、2001 年 10

月より 4 モデル集乳所管内で乳量検定が開始されている。本活動は、CAFRA に乳質検査と農家へ

の検定情報還元を委託しており、個体乳量及び繁殖記録システムの構築は、この乳量検定プログラ

ムの実施によって代替される。なお、この乳量検定には、4 モデル集乳所管内の 23％の農家が参加

している。 

 

 



イ．繁殖状況の記録及び繁殖状況評価システムの構築 

農家レベルでは、7％の農家が繁殖記録を記帳している。また、集乳所レベルでは繁殖状況をモニ

ターする方法（JMR）のパソコン処理用簡易プログラムを作成し、これによる繁殖状況評価法を４モデ

ル集乳所管内の技術者(技術コンサルタント)に指導中である。しかしながら、本活動に対する対価が

技術者に支払われる体制がないため、Mafil 集乳所に定着したのみである。当該集乳所では、10 戸

の農家の牛群繁殖状況が 2 ヶ月毎に技術者によりモニターされている。 

 

４）乳質管理システムの確立と小規模酪農家によるその利用 

乳質管理に係る農家への技術指導についても、技術コンサルタントを介して実施されるため、プロジェ

クトでは第 10 州内の全ての技術コンサルタントを対象とした乳質改善研修が実施された。乳質検査室に

ついては、4 モデル集乳所のうち、El Trauco 集乳所では検査の必要性が生じていないため、検査室が稼

動していない状況にある。これは、当該集乳所から原料乳を購入している乳業会社が細菌数を検査する

ための機材を有しておらず、細菌数が乳価に反映されていないためである。しかしながら、当該集乳所で

は、今後、細菌数が乳価を決定する重要な要素となりうることを踏まえ、試験的に検査を実施している。 

なお、乳質中央検査室の設立については、既に種々の規模の民間の乳質検査室が複数存在する中で、

新たに中央検査室を設立する必要性が確認されていない。その設立については、設立費、人件費、検査

の需要、維持管理、民間の検査室の現況などを考慮し引き続き検討するべきである。 

 

（３） 成果３ 「オベロコロラド/オベロネグロの種雄牛の能力が向上する」 

 

成果３の指標 指標の達成度 

2004 年までに、15 頭の受精卵移植生産による

人工授精用候補牛が選抜される。 

2003年12月現在、受精卵移植生産による人工

授精用候補牛は、採精中の候補牛が 8 頭、育

成牛（12 ヶ月未満）が 9 頭で、合計 17 頭。更

に、受精卵移植によって受胎した受卵牛 9 頭が

2004 年 8 月までに分娩し、プロジェクト終了時

前に 20 頭以上になる予定。この中から 15 頭が

人工授精用候補牛として選抜される。 

 

 

小規模酪農家が草地を利用して、低コストで牛乳生産及び肉生産を行うためにはオベロ種がもっとも適応

している品種であるが、オベロ種の多くがホルスタイン種と交雑（血統登録されているオベロコロラドは 3,000

頭、オベロネグロで 200 頭程度）されていることから、本プロジェクトにおいて受精卵移植技術を利用した種

雄牛造成システムを行うこととなった。 

種雄牛造成システムでは、計画交配、候補種雄牛の直接検定及び調整交配用凍結精液の生産、育種牧

場を主体とした後代検定及び牛群検定機関によるデータの収集、分析等、検定済種雄牛造成に係る計画

概要を策定した。なお、2000 年 11 月に実施された運営指導(計画打合せ) 調査において、後代検定につ

いてはチリ側の自助努力により実施することと整理されている。 

種雄牛を造成するにあたっては、選定指標（基準）を作成し、供卵牛はオベロ種の血液量 75％以上とし、

さらに血統、年齢、産子数、泌乳成績を勘案して選定された。また、交配種雄牛についても、オベロ種の血

液量 75％以上とし、血統と育種価（PD Chile）によって選定された。 

 



本プロジェクト開始以前に、アウストラル大学獣医学部繁殖学研究室に対し、個別専門家派遣及びミニプ

ロジェクトにより家畜繁殖に関する教育・研究が実施されている。これらの協力による成果の蓄積が、本プロ

ジェクトにも貢献したものと考えられ、受精卵移植に係る過剰排卵処理、発情同期化処理、採卵、検卵、卵

凍結、移植、妊娠鑑定、器具の取扱い等、一連の技術については、カウンターパートのみで実施可能とな

っている。 

本終了時評価時までに、候補種雄牛が 21 頭生産され、この内、17 頭（12 ヶ月齢以上 8 頭、12 ヶ月齢以

下 9 頭）が生存中である。測尺による発育調査は行われているものの、飼料の給与量等を考慮していないた

め直接検定とはなっていない。このため、選抜に利用できていないことが危惧される。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

３－３－１ プロジェクト目標とその指標 

本プロジェクトのプロジェクト目標と指標は以下のとおりである。 

（１） プロジェクト目標 

農家レベルの適正な家畜繁殖及び飼養管理技術が改善・普及される。 

 

（２） 指標 

１） 2004 年までに、適切な人工授精技術が第 10 州内の 80％の集乳所に普及される。 

２） 2004 年までに、4 モデル集乳所の 8 モニター農家が正しい搾乳技術の 80％以上を実施し、生産乳

の細菌数が 50，000 個/ml 以下になる。  

３） 2004 年までに、4 モデル集乳所の 10％の農家で、生産及び繁殖記録が個体選抜と牛群の繁殖改

善に利用される。 

４） 2004 年までに、受精卵移植生産による人工授精用候補種雄牛の精液が平均 2,000 本凍結保存さ

れる。 

 

３－３－２ プロジェクト目標の達成度 

（１） 指標１ 

農家への啓蒙、技術者の養成等により、第 10 州の全集乳所 71（2002 年 12 月現在）中、66 の集乳所

（93％）に人工授精技術が普及され、人工授精を利用する集乳所数が 1999 年から 2003 年までに、31 ヶ

所から 66 ヶ所に増加するとともに利用者数も 671 名から 1,047 名に増加している。更に、CENEREMA が

設立された 1999 年以降、人工授精により受胎した牛は、3 万頭近くに及んでいる(表 4)。 

なお、本プロジェクトにおける人工授精分野の成果は、他の州にも展開されてきており、第 9 州に関して

は INDAP が本活動に係る予算を既に確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 









３－５ 今後の課題 

（１） 牛群検定 

1）牛群検定の現状 

現在、INDAP からの予算を受け、4 モデル集乳所管内の小規模酪農家 30 戸、900 頭分が牛群検定の

対象となっている。 

第 10 州において、牛群検定に関係する機関のひとつは CAFRA であり、検定項目は乳量、乳成分（乳

脂肪、乳蛋白、総固形分）、体細胞となっている。CAFRA の牛群検定料金は、１回あたり組合員 400 ペソ、

非組合員 520 ペソ（プラス移動料）であり、細菌検査料金は 3,000 ペソとなっている。また、CAFRA と

CENEREMA とはネットワーク接続されている。 

その他の検定機関として、COOPRINSEM（検定頭数 7 万頭（チリで行われている検定頭数の 75％））が

あるが、牛群検定料金は１乳期あたり 1 頭 5,000 ペソ＋1 牛群 50,000 ペソ（規模によって異なる）と高くな

っている。このため、COOPRINSEM を利用している農家のほとんどは大中規模酪農家であり、小規模酪

農家が容易に利用できる状況にない。 

なお、INIA が草地管理の技術指導とともに、収支モニターを行っている。 

 

2）牛群検定実施の意義及び定着 

牛群検定は、本来、農家の飼養する乳用牛について、個体ごとに泌乳量、乳成分率、体細胞数、濃厚

飼料給与量、繁殖成績、体重などを測定・記録し、その結果を低能力牛の淘汰や飼養管理の改善などに

活用することにより、酪農経営における生産性の向上を図ることを目的としたものである。よって、農家に

おける収入の拡大を図れることが最大の利点である。 

小規模酪農家では、乳業会社と取引する上で、細菌数や体細胞数の増加は死活問題であるため、本

プロジェクトで実施した細菌数測定は、小規模酪農家における乳質改善に多大な貢献を果たしたと考え

られる。しかしながら、牛群検定の対象となっている小規模酪農家に対して、検定結果を十分にフィード

バックしているとはいい難く、高価で貴重なデータを活用しての収入拡大が図られていない。 

このことは、小規模酪農家の収入拡大の可能性がなくなるということを意味しており、本プロジェクトの自

立発展性を阻害するものとなる。また、大規模農家における牛群検定データの活用が普及する一方で、

小規模農家で進まないとすれば、飼養管理技術の格差は開くばかりである。それは経営収入等の格差に

反映され、格差が開けば将来的に小規模農家の経営離脱に繋がりかねない。 

本プロジェクトでは、牛群検定データの活用について改良の側面が強調されてきた傾向にあるが、小規

模酪農家の経営安定、収入増加を図るためには、牛群検定を定着させ生産管理システムを確立する必

要がある。また、CENEREMA が、今後後代検定を実施する上でもこれらの検定データが利用できるため、

牛群検定は重要なデータの蓄積にもなる。 

このことから、小規模酪農家及び指導者に牛群検定を理解させることが重要であり、本プロジェクトの成

果が十分に発揮されるためには牛群検定を定着させる必要がある。 

 

（２） 候補種雄牛の選定、種雄牛の生産 

6 頭の候補種雄牛の凍結精液 600 本が農家へ配布され、検定娘牛の生産が始まっている中で、候補種

雄牛を直接検定により選抜する計画となっていたが、直接検定の意味が理解されておらず、飼料の給与量

が把握されず 1kg 増体あたりのエネルギー量が不明である等、直接検定による選抜が適切になされていな

い。供卵牛や交配種雄牛を能力によって選定することは当然のことながら、生産されたものを改良目標に沿

 



って選抜することは最も重要である。また、能力の分からないものは、供用しないということが後代検定の原

則であるが、チリ国においては、人工授精の普及が急務であることから候補種雄牛であっても供用している

のが現状である。 

このことからも、優良種雄牛を選抜するにあたっては、さらに検定の精度を向上する必要がある。 

 

牛群検定の留意点 

牛群検定では、データを時系列（分娩後日数）で捉え、ステージごとの乳量、乳成分、繁殖、栄養状態

を把握することが重要となる。 

 

ａ） 乳量のモニタリング 

分娩後の立ち上がり乳量により、それ以降及び全体の泌乳量を推定することができる（最高乳量

の概ね 70％）。この乳量が低い場合、周産期の栄養管理が悪いといえる。 

分娩後40日から60日で泌乳ピークを迎えるが、ピーク乳量が現れない場合は、飼料給与に問題が

ある。 

 

ｂ） 乳脂率からのモニタリング 

分娩後は体脂肪動員やアシドーシスなどが起きやすく、個体牛間で乳脂率に大きな差が生じる。

また、季節別、飼料の種類によっても乳脂率は変動する。 

分娩後3ヶ月頃までは、乳生産に対して給与する飼料が間に合わず、体脂肪を動員して乳に結び

つける。分娩後、飼料摂取量が低下する一方で、泌乳初期に乳脂率が極端に高くなる牛について

は、体脂肪動員と考えられる。分娩初期のエネルギー不足は、乳生産だけでなく繁殖にも悪影響を

及ぼす。また、乳脂率が低い牛はアシドーシスの可能性が高い。 

 

ｃ） 乳蛋白率からのモニタリング 

乳蛋白率はエネルギー充足の指標となる。分娩後、乳量が増えるのに対して飼料の摂取が間に

合わず、乳蛋白率が極端に低下する牛がいる。 

サイレージや放牧草の栄養価と絶対量が乳蛋白率を上下させる。また、泌乳中期、後期に乳蛋白

率が低い牛は蹄病やアシドーシスの可能性がある。 

 

ｄ） P/F 比からのモニタリング 

乳成分は単独でなく総合的に判断するべきである。P/F 比は高くても低くても問題があり、0.7 以

下であれば飼料のエネルギー充足率が低く、1.0 以上は濃厚飼料多給、粗飼料不足である。また、

泌乳前期の P/F 比が低下すると肝臓へ負担がかかり、脂肪肝などの疾病の可能性が高くなる。逆に

1.0 を超える場合、ルーメンアシドーシスの可能性が考えられる。 

P/F 比がバランス的に問題ない場合であっても、双方が低い場合には、給与飼料、特に粗飼料の

栄養価と量を上げることが必要となる。 

 

ｅ） 体細胞からのモニタリング 

体細胞は乳房炎感染の状況を示す重要なモニター項目である。個体に問題があるのか、牛群全

 



体での問題なのかを判断することが重要となる。 

牛群全体で体細胞が高い場合は、管理全体を見直す必要がある。たとえば、搾乳機器に問題は

ないか、牛舎全体の環境に問題がないか等を調査する必要がある。 

分娩直後に体細胞が高いものは乾乳期や育成期の衛生環境に問題がある。また、季節によって

も変動する。 

 



第４章 評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

（１）国家開発政策との整合性 

チリ国は、国家農業開発計画（2000～2010 年）を策定し、小規模農家の支援、畜産業の発展を優先課

題のひとつとして位置づけている。さらに、「国家畜産開発計画」の中の南部プログラム(畜産が盛んな地

方に重点を置いたプログラム）では、酪農セクターの競争力強化を強調し、育種、飼養管理、繁殖管理、

衛生等の根本的改善の必要性を述べている。また、牛乳生産の約 65％を担う第 10 州においては、酪農

は基幹的産業であり、プロジェクトがチリ国の国家政策と合致していることは明らかである。 

 

（２）受益者のニーズとの整合性 

貿易自由化が進展する中で、乳価は低落傾向にあり、一般的に大規模農家より生産性が低い小規模

酪農家の生産性向上は不可欠である。本プロジェクトにおいて、小規模酪農家に適した家畜繁殖及び飼

養管理の技術を開発・普及し、生産性の向上を図ったこと、また、1990 年代の農民の組織化が始まった

時期に集乳所を拠点とした技術普及を図ったことは小規模酪農家のニーズに合致している。 

 

(3) 我が国の援助方針との整合性 

チリ国における開発の方向性として、地域間の経済社会格差の是正が認識されており、我が国も同国

における援助重点分野として地域経済開発支援をあげている。本プロジェクトは、比較的貧困層が多いと

される第 10 州の小規模酪農家において、牛乳生産性・乳質の向上を図るものであり、また、全国の牛乳

生産量の 65％を占める第 10 州の社会経済の特色に合った支援を目的としたプロジェクトであるといえる。

よって、本プロジェクトは我が国の政策と合致している。 

 

(4) カウンターパート機関の妥当性 

CENEREMA は、国内中小規模農家における畜産生産性向上に寄与することを目的に設立された。

CENEREMA は畜産に係る様々な技術を改善し、中小規模酪農家を包括的に支援している唯一の機関

であり、カウンターパート機関として選定されたのは妥当である。 

 

４－１－２ 有効性 

PDM に掲げられた各成果に対して確認された進捗は 3-2 で述べたとおりである。飼養管理分野のカウ

ンターパートの配置が不十分であったこと、また、INDAPの予算執行が継続的でなかったこと等により、活

動の進捗に若干の遅れが見られたが、いずれの成果もプロジェクト目標の達成に貢献しており、プロジェ

クトの有効性は比較的高いといえる。 

 

４－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は比較的高いといえる。 

（１）日本側投入の投入実績は、３－１の（１）のとおりである。 

 



日本側の投入はほぼ完了している。専門家の派遣は質、量、タイミングいずれも適切であり、チリ人カウ

ンターパートは日本での研修で習得した知識・技術を農家への指導に十分活用している。機材及びロー

カルコストについても活動の実施、成果の達成のためによく活用されており、チリ側の評価も非常に高い。 

 

（２）チリ側投入の投入実績は３－１の（２）のとおりである。 

チリ側の投入については、当初、飼養管理分野のカウンターパートの配置及び運営予算の確保が不十

分であったが、現在、問題はほぼ解消されつつある。CENEREMA は、独自の予算を持っておらず、

UACH、INIA、INDAP、SAG 等から運営費を確保してきたため、適切な予算が措置されなかったことによ

る活動の遅延が一部に見受けられた。 

 

４－１－４ インパクト 

以下のような正のインパクトが確認された。 

（１） 第 10 州内集乳所のヘクタールあたりの平均牛乳生産量は、プロジェクト開始当初に比して 57％増加

し、上位目標の指標のひとつを達成した。また、3 つのモデル集乳所（Mafil、Santa Barbara 及び Los 

Avellanos）では、農家あたりの牛乳中平均細菌数が 300,000 個/ml 以下となっている。 

 

（2） CENEREMA、INIA、INDAP、SAG は牛乳生産及び乳質改善のために協力して活動を実施している。

チリ国は従来、縦割り行政であったことから、機関間の関係は希薄であったが、本プロジェクトを通じ、共

通の目標を達成するという認識のもと、各機関が相互に連携を図るようになり、関係者はこれを高く評価

している。本プロジェクトで見られるこのような協力関係はまれであり、本プロジェクトは斬新で効率的な相

互協力のあり方を示したといえる。 

 

（3） 人工授精分野の活動については、第 8 州、第 9 州へと展開されている。特に第 9 州の INDAP は人工

授精普及のための予算を確保した。 

 

（4） 2003 年 11 月に国際セミナーが開催され、CENEREMA に対する期待と賛同が表明された。また、この

セミナーにおいて繋養種雄牛を紹介したところ、ペルーへ 3,500 本の凍結精液が輸出された。 

 

（5） 日本･チリパートナーシッププログラム（JCPP）のもと、2002 年に CENEREMA はエル・サルバドルへの

協力を開始した。同様に、ニカラグアへの協力も進められ、本プロジェクトの成果が他国に波及する可能

性が認められている。また、これらの南南協力を計画するにあたり、チリ側は PCM 手法を採用している。

このため、今回の終了時評価に対するチリ側評価委員の理解も高く、合同評価を実施する上で大きく役

立った。 

 

（6） 一般的に小規模酪農家は、伝統的な農業を維持する傾向にあるとともに、新しい技術の導入には消

極的である。しかしながら、プロジェクトの実施過程において、新技術の導入の重要性を認識する農家が

でてきた。 

 

（7） チリ国政府は国家畜産開発計画を策定するにあたり、CENEREMA に意見を求めるとともに、プログラ

ムへの参加を求めている。 

 



４－１－５ 自立発展性 

全体的な自立発展性は高いといえる。 

（１） 政策・組織面 

政策・組織面の自立発展性は高いといえる。 

小規模農家の支援はチリ国の施策の重要課題となっている。現在チリ国政府は、国家畜産開発計画を

策定しており、この策定にあたって、CENEREMA に意見を求めた背景がある。また、このプログラムは、酪

農セクターの競争力強化を強調し、育種、飼養管理、繁殖管理、衛生等の根本的改善の必要性を述べ

ており、政府は CENEREMA に対してこのプログラムへの参加を求めている。このような観点から、政策的

支援は保証されるものと考えられる。 

また、CENEREMA はプロジェクトの成果の持続と活動の強化のために将来計画を策定し、必要な人材

の確保に努めるとともに、予算獲得技術も着実に向上している。 

 

(2) 技術面 

技術面の自立発展性は高いといえる。 

CENEREMA には能力・経験を十分に備えたスタッフが配置されている。さらに CENEREMA は必要な設

備と機器を保有しており、今後も小規模農家の支援を継続できるといえる。また、CENEREMA の活動に関

連した国内外のニーズも増加している。国内のニーズは、小規模酪農家に適したオベロコロラド／オベロ

ネグロ種の生産、国外のニーズは家畜繁殖を中心とした第三国研修及び第三国専門家派遣等があげら

れる。小規模酪農家を支援するにあたり、CENEREMA には中南米で指導的役割を果たすことが求められ

ている。 

 

(3) 財政面 

財政面の自立発展性は比較的高いといえる。 

CENEREMA は、農業省の各機関（INDAP、SAG 等）、UACH を通して運営予算を確保しているのが現状

である。運営予算は大学が負担するべきであり、現在その方向で調整中である。また、自己財源としては、

CIA との契約により、プロジェクトで造成した種雄牛の精液販売料の 20％、DNA 鑑定による親子鑑別料の

50％、液体窒素の販売料の 15％の歳入が見込められる。 

 

４－２ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 計画内容に関するもの 

貢献要因としては、計画内容が、農業省、第 10 州が小規模酪農家の生産性向上を優先課題とし、農家の

関心も非常に高いこと、また、乳製品関連企業及び消費者が、乳質に関するより厳しい基準を求めているた

め、小規模農家も対応せざるを得ない状況になってきていることがあげられる。 

一方、繁殖育種分野では、チリ国内で受精卵移植技術による種雄牛生産は初めての試みであったため、

純粋に近いオベロ種を所有している農場主に、牛を供卵牛として提供してもらうよう依頼することから活動が

始まった。当初は供卵牛として供給される牛の数は少なく、受卵牛の確保も容易ではなかった。 

 

(2) 実施プロセスに関するもの 

貢献要因としては、プロジェクト活動を通して、徐々に関係各機関の協力体制が確立・機能したことである。

また、専門家が主任カウンターパートであるセンター長と毎週 1 回全般的な打合せを行い、他のカウンター

 



パートとは適宜日常的に連携し必要な助言を行ってきたことなどがあげられる。 

阻害要因に関しては、飼養管理分野では、いくつかのモデル集乳所の技術コンサルタントが十分な時間

を持てなかったため、プロジェクト開始当初、活動進捗に遅れが見られたことがあげられる。また、生まれた

子牛の管理方法や所有権など、受精卵移植を学術研究ではなく、実用的に活用する際の様々な利害に絡

む問題も発生した。さらに El Trauco 集乳所については、取引先となっている乳業会社が細菌数を乳価に反

映していないため、乳質を改善するインセンティブに欠けている。 

 

 



第５章 結論及び提言・教訓等 

 

５－１ 結論 

本件調査団は、チリ側評価チームと合同評価委員会を構成し、４－１のとおり評価 5 項目に沿って総合

的に評価調査を実施した。その結果、プロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成されると見込まれたこと

から、本プロジェクトは 2004 年 10 月をもって終了することが妥当であると判断した。 

 

５－２ 提言 

（１） 一般的提言 

合同評価委員会は、プロジェクトの成果を持続し、さらに発展させていくために、以下の提言を行った。 

 

1) 適切な予算確保 

  UACH は CENEREMA が今後も活動を持続させていくために適切な予算を確保するべきである。 

2) CENEREMA による活動の国家レベルへの統合 

チリ側は CENEREMA の活動を国家レベルの畜産プログラムと関連づけてきた。今後もプロジェクトの

成果を第 10 州全域、さらには国内他州へ普及するべきである。 

3) 適切な技術移転のための組織間協力 

4 つのモデル集乳所においてプロジェクトが開発した小規模酪農家向け適正技術が継続的に普及さ

れるよう CENEREMA、INIA、INDAP、SAG 及び技術コンサルタントはお互いに協力・調整するべきであ

る。さらに CENEREMA は他の関係機関と協力し、小規模農家のニーズを把握するべきである。 

4) 国際協力 

チリを含め中南米から 14 ヶ国が参加した国際セミナーにおいて、CENEREMA に対する理解・期待が

表明された。CENEREMA はプロジェクトの成果を第三国研修や JCPP 等によって他国へ普及することを

検討するべきである。 

 

（２） 技術的提言 

1) 発育能力検定 

プロジェクト終了前にさらに子牛が生まれる予定であり、これらの子牛についての発育能力検定を

実施する必要がある。チリ側は、プロジェクトを通して発育能力検定に関する技術を習得していること

から、プロジェクト終了後も継続して検定を実施するべきである。これによって得られたデータは、これ

まで蓄積されたデータとともに人工授精用種雄牛の選抜に利用するべきである。 

2) 牛群検定 

繁殖記録、乳質、乳量及び飼料給与を含む牛群検定を、乳質管理、飼養管理及び経済的利益の

拡大のために活用することが不可欠である。利益拡大は結果的に農家が継続して牛群検定を実施

することを促す要因となる。また、プロジェクトで生産された候補種雄牛の評価を実施するために牛群

検定を継続・発展させる必要がある。従って、カウンターパートは牛群検定のデータを乳質管理、飼

養管理等に十分活用する技術を習得しなくてはならない。また、この分野を支援するために日本人専

門家の派遣の可能性を検討するべきである。 

 

 



3) 衛生管理 

近年の重篤な家畜疾病の発生により、家畜衛生及び畜産物の安全性について世界的に関心が高

まっている。CENEREMAは、家畜関連施設、集乳所、農家といった全てのレベルにおける家畜衛生

及び生産管理について、より一層の改善に取り組むべきである。 

4) 中央検査室設立の検討 

チリ側は乳質検査のための中央検査室の設立を検討してきたが、いまだ最終的な決定をしていな

い。建設費、人件費、需要、維持管理、民間検査室の現状等を踏まえ、設立の是非に関して、検討を

継続するべきである。  

 

５－３ 教訓等 

(1)  CENEREMA 運営委員会が少なくとも年 3 回開催され、プロジェクトの進捗状況、問題点及びその解決策

が話し合われている。関係機関の間の密なコミュニケーションによって、プロジェクトの達成度が高いレベル

に達したと思われる。 

 

(2)  2000 年 11 月に実施された運営指導(計画打合せ)調査において、本プロジェクトの具体的な活動計画が

策定された。その際、種雄牛の能力改善を本プロジェクトの成果とするためには、後代検定の実施が不可欠

であるが、後代検定には長期間を要することから、プロジェクト期間中に実施する範囲は候補種雄牛を生産

する部分までと整理された。これが結果的に目標を明確にするとともに、達成度を高めたと思われる。 

 



 

第６章 調査結果報告及び所見 

 

６－１ 両国関係者への調査結果報告 

合同評価委員会による評価 5 項目による評価、結論、提言等を合同評価報告書に取りまとめ、両国関係

者に報告し、了承された。 

なお、本報告書には、現在実施中の牛群検定を飼養管理に生かすための専門家派遣並びにプロジェ

クト成果を他国へ普及するための第三国研修の実施が、提言として盛り込まれた。 

 

６－２ 調査団所見 

(1)   本プロジェクトにおける最も大きな成果は、中小規模農家の畜産部門の生産性向上を目的として設立さ

れ、酪農生産に係る飼養管理技術、繁殖管理技術等の研修・普及を推進しているプロジェクト実施機関で

ある「全国家畜繁殖飼養管理訓練センター（CENEREMA）」の存在が、関係機関に認知され、その活動が

国家酪農開発プログラムの策定に活用されるに至ったこと、また裨益者である農家からも評価されているこ

とである。 

 

(2)   さらに、多くの関係機関がプロジェクト活動期間中に CENEREMA の運営に関わったことにより、縦割り行

政の同国においては珍しく機関相互の連携がなされ、これを関係者が高く評価していることも成果としてあ

げられる。 

 

(3)   農業大臣以下関係機関のトップが、本プロジェクトの重要性を認識しており、これを活用しようという方向

性が明確であることから、プロジェクト終了後の自立発展性について、大きな懸念材料は見当たらない。 

 

(4)   一方、実施機関である CENEREMA の母体となっているアウストラル大学との協力関係は、20 年以上に

及んでおり、関係者は今後も JICA との関係を継続することを強く望んでいる。アウストラル大学のみならず、

国際協力庁、農業省、第 10 州政府、さらには日本大使館、JICA チリ事務所等、各訪問先で関係継続への

期待が表明された。 

 

(5)   一人あたりGNI 4,260ドル(2002年) という中進国チリに対する協力方針については、議論のあるところで

あるが、戦略性を持ったものでなければならないことは誰もが認めることと思われる。2001 年外務省が実施

した有識者による評価「チリ・デジタル通信訓練センタープロジェクト評価報告書」（実施者：上山信一ジョー

ジタウン大学政策大学院教授（当時））において、様々な課題が提起されており参考になるが、プロジェクト

実施時の関係者との積極的なコミュニケーションの継続、南南協力のメリットのアピール等は、本プロジェク

トの評価とも共通している。 

 

(6)   20 年以上にわたる協力関係をベースとしたチリ側関係者の日本への信頼感は非常に大きく、これは日

本にとっても重要な財産であり軽視すべきではない。様々な方策により、関係を継続するべきと思われる。

その一方策として南南協力が想定されるが、本プロジェクトの成果をチリ国内のみならず、他の中南米諸国

へも拡げていくことは、日本にとってもメリットが大きく、前向きに検討するべきと思料する。 



 
 
 
 
 
 

付 属 資 料 

 
 
 
 

１．調査日程 
 

２．主要面談者 
 

３．ミニッツ 
 

４．評価グリッド（英文、和文） 
 

５．収集資料（国家畜産開発計画（仮訳）） 
 



１．調査日程 

 

（１）2004 年 4 月 18 日～4月 30 日（評価分析団員は除く） 

日順 月日 曜日 調 査 内 容 

１ 4/18 日 
成田発（17：20）→ロサンゼルス着（11：15） 

ロサンゼルス発（14：10）→サンチャゴ着（翌日 06：05） 

２ 4/19 月 

JICA チリ事務所打合せ、日本大使館表敬 

国際協力庁表敬、農業大臣表敬、農業省農業政策調査局表敬、農業省農牧

開発庁表敬 

３ 4/20 火 

サンチャゴ発（08：10）→バルディビア着（10：15） 

CENEREMA にて州政府及び農業省地方局関係者等との協議 

（参加者：第 10 州政府、農業省地方局、農牧開発庁、農牧庁、農牧研究所、

第 10 州集乳所組合） 

人工授精センター視察 

４ 4/21 水 

アウストラル大学学長表敬、アウストラル大学獣医学部長表敬 

アウストラル大学獣医学部繁殖学研究室視察 

第 1回合同評価委員会（評価方法の説明） 

合同評価調査（プロジェクト運営管理にかかる調査） 

５ 4/22 木 
合同評価調査（カウンーパートによる活動の進捗状況等の説明、カウンタ

ーパートへのインタビュー等） 

６ 4/23 金 
合同評価調査（COOPRINSEM（後代検定実施機関）、SAGO（血統登録機関）、

LOS AVELLANOS モデル集乳所、２モニター農家） 

７ 4/24 土 合同評価調査（MAFIL モデル集乳所、２モニター農家、大規模農場） 

８ 4/25 日 団内打合せ、協議事項取りまとめ 

９ 4/26 月 
第 2 回合同評価委員会（合同評価報告書案作成、最終協議） 

合同評価報告書署名 

１０ 4/27 火 

バルディビア発→プエルトモン着 

合同調整委員会、ミニッツ署名・交換 

プエルトモン発（19：05）→サンチャゴ着（20：40） 

１１ 4/28 水 

日本大使館報告 

国際協力庁報告、農業省報告 

サンチャゴ発（20：15）→ニューヨーク着(翌日 08：30) 

１２ 4/29 木 ニューヨーク発（13：30）→成田着(翌日 16：20) 

 

 



（２）2004 年 4 月 1４日～4月 30 日（評価分析団員） 

日順 月日 曜日 調 査 内 容 

１ 4/14 水 
成田発→ロサンゼルス着 

ロサンゼルス発→サンチャゴ着 

２ 4/15 木 
サンチャゴ発→バルディビア着 

調査（関係機関、カウンターパート、専門家へのインタビュー） 

３ 4/16 金 
バルディビア発→カストロ着 

調査（CAFRA、CHILOLAC(乳業会社)、EL TRAUCO モデル集乳所） 

４ 4/17 土 

調査（モニター農家） 

カストロ発→バルディビア着 

調査（SANTA BARBARA モデル集乳所、モニター農家） 

５ 4/18 日 調査事項取りまとめ 

６ 4/19 月 調査（関係機関、カウンターパート、専門家へのインタビュー） 

７～ 

１６ 

4/20 

～29 
火～木 

他の団員に同じ 

 

 



２．主要面談者 

 

＜チリ側＞ 

 （１）AGCI  

 Mr.Eugenio Perez 二国間協力部長 

 Mr.Ivan Mertens 二国間協力部 

 （２）MINAGRI  

 Mr.Jaime Campos  農業大臣 

 Mr.Octavio Sotomayor 農業政策調査局次官 

 Ms.Cecilia Rojas L.  農業政策調査局 

 Mr.Ricardo Halabi 農牧開発庁長官 

 黒澤  純 ＪＩＣＡ専門家 

 （３）第 10 州  

 Mr.Patricio Vallespin 知事 

 Mr.Enrique Vera 生産振興・技術開発部 

 Mr.Eduardo Meersohn  農業省地方局局長 

 Mr.Ivan Davis 農業省地方局 

 Mr.Francisico Salizar 第 10 州農牧研究所 

 Mr.Ricardo Halabi Caffena 第 10 州農牧開発庁 

 Mr.Alvaro Alegna Matus 第 10 州農牧庁 

 （４）UACH  

 Dr.Carlos Antmann 学長 

 Dr.Victor Cubillos 獣医学部長 

 Dr.Jorge Correa 繁殖学研究室室長  

 （５）CENEREMA  

 Dr.Jorge Oltra 所長 

 Dr.Jorge Ehrenfeld カウンターパート 

 Dr.Wolfgang Stehr  カウンターパート 

 Mr.Enrique Sieba カウンターパート 

 Dr.Patricio Molina カウンターパート 

 Dr.Mario Martinez カウンターパート 

 （６）その他  

 Mr.Jerman Klein  第 10 州集乳所組合 

 Mr.Eliberto Navarro Los Avellanos モデル集乳所組合長 

 Mr.Rodrigo Munoz Los Avellanos モデル集乳所乳質検査室検査員 

 Mr.Leticia Cardenas Mafil モデル集乳所支配人 

 Mr.Alex Cisterna Mafil モデル集乳所農業技術者 



 Ms.Edith Meneses Mafil モデル集乳所乳質検査員 

 Mr.Fernando Schwerter Santa Barbara モデル集乳所支配人 

 Mr.Magallanes Vera Trauco モデル集乳所乳質検査員 

 Dr.Francisco Santibanez  ＣＯＯＰＲＩＮＳＥＭ技術開発部長 

 Ms.Wilma Rios ＳＡＧＯ所員 

 Dr.Lorena Perez ＣＡＦＲＡ生乳検査室長 

 Mr.Ignacio Gonzalez オベロコロラド種ブリーダー 

   

＜日本側＞ 

 （１）在チリ日本大使館  

 小川  元  大使 

 島尾武文 一等書記官 

 （２）JICA チリ事務所  

 山下  巌  所長 

 田辺宏次 次長 

 原田ますみ 所員 

 （３）チリ小規模酪農生産性改善計画プロジェクト専門家 

 喜屋武幸喜  チーフアドバイザー/人工授精 

 鈴木順久 業務調整 

 大音光男 繁殖育種 

 細川和久 飼養管理 

 















































































４．評価グリッド

Items Necessary Information/data
Information
Sources

Methods of
Survey

Results

Degree of
achievement of the
Overall Goal
"Increasing cattle
productivity at
small-scale dairy
farmers mainly in
Xth region"

1. The average milk yield per hectare in
CAL in Xth region, is increased in 50 %
before 2009.
2. The average bacterial count of milk
produced in CAL in Xth region is under
300,000/ml before 2009.

Experts,
C/P,
Statistics

Document
Review
Interview
Questionnaire

1．The average milk yield per hectare in CAL in Xth
region, is increased in 57% before 1999 and 2003.
2. The average bacterial count of milk produced in
CALs in Xth region is not available as of April 2004.
The annual average count per farmer at three
model CALs at Mafil, Sanata Barbara and los
Avellanos is less than 300,000/ml.

Degree of
achievement of the
Puroject Purpose
"Developing and
promoting
appropriate
technology for
animal reproduction
and animal
feeding/management
at the farmer’s
level"

1. The appropriate AI technique is
diffused in 80% of CAL in Xth region
before 2004
2. Over 80 % of correct milking hygiene
technique is practiced and bacterial
counts of milk are under 50,000/ml at 8
monitored farms in 4 model CAL before
2004.
3. Production/Reproduction recording is
utilized for individual selection and herd
reproductive improvement in 10 % of
farms in 4 model CAL before 2004.
4. An average of two thousand doses of
semen per candidate bull, produced by
ET technology, selected for AI, is frozen
until 2004.

Experts,C/P Documents
（Project
Records）Review
Interview with
Experts

1. The appropriate AI technique was diffused in 93%
(66out of 71) of CALs in Xth region as of
December 2002.
2. Over 80 % of correct milking hygiene technique
was practiced at 4 monitored farmers out of 8
farmers, and bacterial counts of milk were under
50,000/ml at 4 monitored farms out of 6 farmers by
2003. The rest of 2 farmers have not reached the
expected standard due mainly to financial
constants. However, it is expected that these two
farmers improve the quality with more frequent
guidance by technical consultants. Bacterial counts
have not been conducted at 2 monitored farmers
at the El Trauco CAL since it has not been
commercially required.
3．Production/Reproduction recording was utilized
for individual selection and herd reproductive
improvement respectively at 20 % and 7 % of farms
at 4 model CALs in 2003.
4. More than twenty thousand doses of frozen
semen have produced from eight candidate bulls.
An average of two thousand doses per each of 7
candidate bulls, which were produced by ET
technology and selected for AI, was frozen in 2003.

Degree of
achievement of
Outputs
Hindering Factors

Experts,C/P Document
Review
Interview with
Experts

Refer to project reports and other relevant
documents for the progress of activities and
outputs as of April 2004.

Degree of
achievement of
Output 1 "The
knowledge on AI of
small-scale dairy
farmers is improved
and well-capacitated
AI technicians are
prepared."

1-1. Small-scale dairy farmers of 80% of
CAL in Xth region receive the guidance
on AI from CENEREMA before 2004.
1-2. AI technicians of 80％of CAL in Xth
region are trained, qualified by
CENEREMA and participated in refresher
course before 2004.

Experts,C/P Document
Review
Interview with
Experts

1-1. 93 % of small-scale dairy farmers of the Xth
region CALs has received the guidance on AI from
CENEREMA.
1-2. AI technicians of 93％of CALs in the Xth
region have been trained by CENEREMA, and
participated in refresher courses.

Degree of
achievement of
Output 2 "The
knowledge on
feeding/management
of technicians and
small-scale dairy
farmers are
improved and
appropriate
technologies are
demonstrated in
model CAL.2."

2-1. Knowledge on feeding/management
of professionals and technicians of CAL
in Xth region is standardized before
2004.
2-2. 80% of farmers in 4 model CAL
receive the guidance on
feeding/management 　before 2004.
2-3. The recording and evaluation of
cow’s individual milk yield and herd
reproduction is demonstrated in 10% of
farmers in 4 model CAL before 2004.
2-4. The laboratories test bacterial
counts in milk produced by each farmers
of 4 model CAL at least once a month
before 2004.

Experts,C/P Document
Review
Interview with
Experts

2-1.  Knowledge on feeding/management of
professionals and technicians of CAL in Xth region
was standardized in 2001.
2-2.  50% of farmers in 4 model CALs has received
the guidance on feeding/management by April
2004. The unfulfilled result is due to a financial lack
2-3. The recording and evaluation of cow’s
individual milk yield and herd reproduction has been
prepared and demonstrated respectively at 20%
and 7 % farmers in 4 model CALs by 2003.
2-4. The laboratories have examined bacterial
counts in milk produced by each farmers of 3
model CALs out of 4 at least once a month by the
end of 2003.

Degree of
achievement of
Output 3
"Improvement of
breeding value of the
Overo
Colorado/Overo
Negro sires.3.2

3. Fifteen candidate bulls that are
produced by ET technology are selected
for AI until 2004.

Experts,C/P Document
Review
Interview with
Experts

3.  Seventeen candidate bulls that have been
produced by ET technology have been selected for
AI by the end of 2003. Further, nine cows became
pregnant by ET and are expected to give birth by
August 2004. Amongst these bulls, fifteen bulls will
be selected for the purpose of AI.



Items Necessary Information/data
Information
Sources

Methods of
Survey

Results

A. Japan's Inputs
1. Experts
1-1 Long-term Experts(No., M/M,
Fields）
1-2 Short-term Experts（No., M/M,
Fields）
2.　Provision of Machinery and
Equipment
3. Acceptance of C/P for Training in
Japan（No., Period, Fields）
4. Local Cost

Project
Reports
Experts
C/P

Document
Review
Interview with
Experts and C/P

A.Japan's inputs
1. Experts
1-1 Long-term Experts
Chief Advisor/AI 2, Feeding Management1,
Breeding2, Coordinator2 Total７
1-2 Short-term Experts
Total 11
2. Provision of Machinery and Equipment　Unit：yen
FY1999 24,466,616, FY2000　27,894,301, FY2001
16,873,695, FY2002　15,384,927, FY2003
25,011,322, Total 109,630,861
3. Acceptance of C/P for Training in Japan
FY1999　4, FY2000　5, FY2001　6,  FY2002　4,
FY2004　2　Total 21
4.　Local Cost Unit：thousand yen
FY1999 2,489, FY2000 8,160, FY2001 7,811,
FY2002 6,627, FY2003 14,570
FY2004 2,900（estimation）,Total 42,557

B　Chile's inputs
1. Assignment of C/Ps（No., Fields）
2. Assignment of Supporting Staff (No.,
Job Titles)
3. Land, Facilities
4. Local Cost

Project
Reports
Experts
C/P

Document
Review
Interview with
Experts and C/P

B　Chile's inputs
1. Assignment of C/Ps　Total　18
3. Land, Building, Facilities　Offices for Japanese
Experts
4. Local Cost（Unit：Chile's Peso）
27,940,805(1999)
28,806,971(2000)
61,451,679(2001)
68,644,813(2002)
77,423,519(2003)
Total:264,267,787

Input



Items
Necessary Information/Data
(indicators)

Information
Sources

Methods of
Survey

Results

Progress of
Activities

Have activities carried out as
planned?
Which field has made
unexpectedly good progress?
Which field has made planned
or delayed progress?
What were contributing or
hindering factors?

Project
Reports
Experts, C/P

Document
Review
Interview with
Experts and
C/P

Activities have been carried out in accordance
with the plan. In the feeding management field,
however, several activities were delayed due to
insufficient time spent by technical consultants.
In the breeding field, since it was the first time to
produce sires by fertilized eggs, the Project had
to request farmers who had pure Overo species
to provide cows supplying eggs. At the beginning
the number of such cows was not sufficient and
at the same time, it was not easy to obtain cows
receiving eggs. Some problems involving realistic,
but not academic issues regarding fertilized eggs,
happened. (e.g. management method and
ownership of newly born calves) (C/P of
breeding)

Monitoring system
(frequency, method)

Monitoring
Reports
Experts, C/P

Document
Review
Interview with
Experts and
C/P

Joint Committee is held once a year and also
CENEREMA Operation Management Committee is
held at least 3 times a year in order to monitor
the progress, find out problems and solutions.
The close communication among relevant
organizations has contributed to high degree of
achievement of the Project. In July 2002, the
Mid-term Evaluation was carried out to evaluate
the progress by that time and to make some
recommendations.

Modification of PDM and PO
(how the monitoring results
have been reflected on
activities)

Monitoring
Reports
Experts, C/P

Document
Review
Interview with
Experts and
C/P

Some modifications regarding Outputs and
Activities have accordingly been made by the
Joint Coordinating Committee. The current PDM
was finalized in July 2002 after previous two
modifications (refer to PDME).

Dealing with/internalizing
important assumption

Monitoring
Reports
Experts, C/P

Document
Review
Interview with
Experts and
C/P

There have been no influences due to important
assumptions.

Relations
between
Experts and
C/Ps

Communication
Problem solution system by
cooperation
Progress of activities in each
field
Changes in C/Ps
(independence, positiveness)

Reports
Experts, C/P

Document
Review
Interview with
Experts・C/P
Questionnaire

General weekly meeting is carried out with the
director. Advice is constantly given to other
C/Ps and also regular meeting is carried out
every 2 or 3 months with AI C/Ps. (AI)
Experts and Chilean C/Ps have cooperated for
effective progress of activities.
(Feeding/Management)

Involvement by
Beneficiaries

Changes in recognition of the
implementing organization
Have attitude and activities
of the implementing
organization changed in the
process in order to produce
good results?

Experts, C/P Interview

In order to attain the common goal, various
organizations have actively been involved in the
Project. Personnel of relevant agencies have
cooperated in spite of the traditional vertical
administrative system.

Function of
Joint
Committee

Joint Committee is held once a year in order to
monitor the progress, find out problems and
solutions, which reflect on the Project activities.

Function of
Support
Committee

Support Committee in Japan was held once. The
members grasp the progress and adviced
accordingly in the process of discussing with
experts and attending meetings with study teams.
The Committee was cooperative in dispatching
experts and accepting C/P for training in Japan.

Monitoring



Items
Necessary Information/Data
(indicators)

Information
Sources

Methods of
Survey

Results

Ownership of
the Project by
Implementing
Organization

Degree of participation of the
Ministry of Agriculture,
government of the Xth region
and UACH
Appropriateness of C/P
allocation
Concern of PD, PM, and
C/Ps

Experts, C/P,
Ministry of
Agriculture

・Document
Review
・Interview
・Questionnaire

In order to attain the common goal, various
organizations and personnel have actively been
involved in the Project in spite of the traditional
vertical administrative system (e.g. CENEREMA,
INIA, INDAP and SAG have carried out various
activities for milk production enhancement and
quality improvement). The sense of ownership by
the Chilean side is considered high. In addition,
CENEREMA actively reports the central
government the progress of the Project and the
government highly evaluates it.



Criteria
Items Necessary Information/Data (indicators) Information

Sources
Methods of
Survey

Results

Dose the Overall
Goal match
Chilean
development
policies?

The basis of the Project preparation lies in
the National Agriculture Development Policy
(1995-2004),  which emphasizes poverty
alleviation,  technical assistance to farmers
and promotion of livestock industry. After
the Project started,  are there any political
or social changes that influence the Overall
Goal?

National
Agricultual
Development
Plan,  other
documents

Doccument
Review,
Interview,
Questionnaire

The Chilean government established “the National Agricultural
Development Plan (2000-2010)” and gave high priorities to
support to small-scale farmers as well as to develop dairy
farming. In addition, the National Livestock Development
Program and specially the South Program emphasized
importance of enhanced competence of the dairy sector,
mentioning the necessity of fundamental improvement in
terms of breeding, feeding management, reproductive
management, hygiene and so forth. Since dairy farming is one
of the major industries in the Xth region which shares
approximately 65% of total milk production in Chile, it is
obvious that the Project, aiming at capacitating relevant
farmers in the Xth region, suits the Chilean agricultural
development policies.

Does the Project
Purpose match
Chilean
development
policies? Does it
contribute to the
achievement of
the Overall
Goal? Does it
match the needs
of the target
group?

After the Project started,  are there any
political or social changes that influence the
Project Purpose? Is the Project Purpose
appropriate as a means of achieving the
Overall Goal?

Experts, C/P,
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, Farmers

Questionnaire As mentioned above,  the Project matches the Chile’s
policies. The improvement and diffusion,  among small-scale
dairy farmers,  of the technologies in the field of reproduction
and feeding management leads directly to the enhancement of
productivity and therefore,  is essential.
The productivity of farmers in the Xth Region is lower than its
potential. In addition,  the market currently demands better
hygiene,  quality and tracability. Therefore,  the Project aiming
at improvement of productivity and milk quality matches the
needs of farmers. (C/P of brreding)
Relevance is not very high. INDAP has already started to
support milk quality control and other supports are not
necessary. (C/P of breeding)

Relevance of
selecting
CENEREMA as
C/P organization

Are there any changes concerning
CENEREMA in the Chilean agricultural
policies?
Are there any changes concerning
CENEREMA in the Ministry of Agriculture
and the Xth region?

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts

Doccument
Review, Interview

CENEREMA was established with the aim to contribute to the
dairy productivity improvement of middle and small-scale
farmers in Chile. CENEREMA is the only organization that
comprehensively supports the middle and small-scale dairy
farmers,  improving relevant technologies. Therefore,  it is
relevant that CENEREMA was selected as C/P organization.

Do the Overall
Goal and the
Project Purpose
match Japan's
aid policies?

Aid Policy,
Country
Project
Implementatio
n Plan

Doccument
Review

The Chilean government recognized the importance of
narrowing the regional socio-economic gaps. At the same time,
the Japanese government emphasizes the support for regional
economic development. The Project aims to improve the
productivity and milk quality management of small-scale
farmers in the Xth region as well as to train personnel in these
fields. The Project can also be justified since it intends to
support the Xth region which shares 65% of the entire milk
production of Chile (regional specific support). Therefore,  the
Project matches the Japanese government’s policies.

Does Japan have
superiority in
this field?

Has know-how been accumulated in Japan in
the field of AI,  feeding/management
reproduction and breeding?

Experts,
Documents

Interview,
Doccument
Review

Japan has accumulated the know-haws in order to conduct
the project activities as will be mentioned below.

・Frozen semen was put to practical use in 1965 and rapidly
developed in 19707s(Diffusion rate of AI is more than 90% in
1955 and that for milk cow stays more than 99%).
・Regarding feeding management,  Japan Feeding Standards
were established in 1957 and revised 5 years later（Feeding
standards clarify appropriate amount of nourishment according
to growing process,  quantity of production and so forth）.In
1974,  dairy herd performance test started and has been
utilized for obtaining data/information on individual capacity
and reproduction. ET technology was put to practical use in
1982
・Regarding breeding,  progeny test by station method started
in 1969 and dairy herd performance test by field method
started in 1984. In addition,  Japan’s participation in the
Interbull was realized in 2003.

Consistency of
the Project with
other (Japanese
of foreign)
projects

Duplication and complementary with other
projects

Experts
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
C/P

Interview At the time of the Final Evaluation,  the Project does not have
any direct relations with other aid schemes. However,
counterpart personnel of the Project have been dispatched to
El Salvador and Nicaragua as an international expert in the
livestock field. In addition,  CENEREMA cooperates projects
implemented by JCPP in El Salvador and Nicaragua.

Is the Project
Purpose clear?

Are indicators and means of verification
appropriate?

Experts, C/P,
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt

Interview Four indicators at the Project Purpose level were elaborated
based on experiences of experts and other relevant personnel
and are considered adequate. Means of Verification (various
reports) include progress of each indicator necessary for the
evaluation and are also adequate.

Relevance



Criteria
Items Necessary Information/Data (indicators) Information

Sources
Methods of
Survey

Results

Degree of
Achievement of
the Project
Purpose

To what extent the Project Purpose
“Developing and promoting appropriate
technology for animal reproduction and
animal feeding /management at the farmer’s
level” has been achieved? Will it have been
achieved by the completion of the Project?

Experts
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
C/P

Doccument
Review
Interview,
Questionnaire

Regarding the achievement of indicators at the Project
Purpose level, refer to the “Achievement Grid”.

In the Artificial Insemination (AI) field, diffusion has efficiently
been carried out by providing guidance with farmers and by
training/re-training. Therefore, Project Purpose has been
achieved in this field.

In the Feeding Management field, progress has slightly been
delayed due mainly to inadequate allocation of Chilean
counterpart personnel and insufficient cooperation by
technical consultants at an early stage of the Project. The
objective will steadily be achieved during the Project term.

In the Reproduction and Breeding field, technology transfer to
counterpart personnel on ET transplant has been successfully
carried out and almost completed. Sire production has also
been satisfactorily developed. Project Purpose, therefore, will
have mostly been achieved by the Project completion.

Degree of
Contribution by
the Project for
Achieving the
Final Goal

If the degree of achievement of the Project
Purpose is high, is it the result of the
Project?

Experts
Ministry of
Agriculture,Xth
region
govt,UACH
C/P

Interview,Questio
nnaire

Each Output of the Project was determined in order directly
to achieve the Project Purpose. Indicators at the Project
Purpose level are contents of the Project Activities and would
not have achieved without the Project. Regarding the
achievement at this level, refer to the “Achievement Grid”.

Factors affecting
the Achievement
(except Outputs)

Contributing factors (factors which have
contributed or will contribute the
achievement of the Project Purpose)
Hindering factors (factors which have
hindered or will hinder the achievement of
the Project Purpose)

Experts
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
C/P

Doccument
ReviewInterview
Questionnaire

Technical consultants have been involved in the feeding
management field. In case that the contract did not include
components which the Project requires, the Project requested
the consultants to complement these components without any
success, which is considered as one of the negative factors in
the process.

Support from the technical consultants hired by INDAP was
interrupted. In addition, a milk company, which purchases milk
from El Trauco, does not reflect bacterial count on milk price
and therefore, farmers under El Trauco do not have an
incentive to improve milk quality. (C/P of feeding management)

Milk-related companies and consumers currently request
higher standard with regard to milk quality and small-scale
farmers have to deal with the situation, which is considered as
a contributing factor. (C/P of feeding management)

Counterpart personnel had already obtained some knowledge,
even at the beginning of the Project, by AI-related activities
of SAG’s AI project. (C/P of AI)

Effectivenes
s

Have Outputs
achieved
enough,
according to the
amount of
inputs?

Were quality, quantity and timing of inputs
appropriate?
Were there any influence as a result of
important assumptions and preconditions?
Were there any alternatives with less cost?
Was it possible to obtain higher achievement
with the same cost?

・Experts
・C/P
・Site Survey

Doccument
Review
Interview
Observation
Questionnaire

1. Japanese inputs have generally been appropriate in terms of
timing, quantity and quality and have been effectively used for
Project Activities and Outputs.

2. Regarding the Chilean inputs, assignment of counterpart
personnel and operational budget were not sufficiently secured
at an initial stage of the Project. In addition, technical
consultants were not available due to financial and procedural
constraints in hiring them. These situations have been
improved.
 
3. Indicators at the Outputs level have almost been achieved
(refer to “Achievement Grid).

Probability of
Achievement of
the Overall Goal

Expectation and conditions to achieve the
Overall Goal
Was (part of) achievement considered to be
a result of realizing the Project Purpose?

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH,
C/P,Experts

Interview
Questionnaire

Achievement of Indicators at the Overall Goal level is referred
in “Achievement Matrix”
One of the indicators of Overall Goal with regard to average
milk yield has been fulfilled．

Efficiency



Criteria
Items Necessary Information/Data (indicators) Information

Sources
Methods of
Survey

Results

Impacts on
Other
Organizations

Has the Project influenced (or will the
Project influence) positively or negatively
external organizations/personnel (other
governmental organizations, farmers, general
people and other Project-unrelated people)?

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts
C/P

Interview
Questionnaire

The Project activities have been enhanced in the VIII and IX
regions and INDAP of the IX region has already secured
budget for AI diffusion.

The Chilean side requested the PCM seminar, which
constituted to the deeper understanding of the Project among
administrative and academic personnel.

Participant countries at the International Seminar held in
November 2003 expressed their expectations and
understanding of CENEREMA. Introduction of bulls led to an
export of 3,500 doses of frozen semen to Peru.

Cooperation by CENEREMA for El Salvador started in 2002 by
Japan Chile Partnership Program (JCPP) and similar
cooperation has also been promoted for Nicaragua, indicating
the mutual cooperation among JICA projects.

Multiple organizations have been incorporated into the Project
and cooperated each other in administratively vertical
structures of Chile.

Small-scale farmers, who are generally hesitant to accept new
techniques/methods, realized the importance of introducing
new techniques.

CENEREMA has been consulted in the preparation of the
National Livestock Development Program and has also been
requested to actively participate in the Program.

Are there any
impact on
implementing
institution,
regulations,
finance
technologies and
so forth?

Were there (or will there be) any changes for
CENEREMA in terms of institutional
capability within the Ministry of Agriculture,
budget, personnel and authority?
Are the above changes considered a result
of the Project?

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts
C/P

Interview,Questio
nnaire

Relations between experts/personnel of CENEREMA and
other relevant organizations have been strengthened. (C/P of
breeding)

Model CALs have been more frequently utilized as a training
place for farmers and as a result their institutional capabilities
have been strengthened. (C/P of AI)

Are there any
contributing or
hindering factors
for the
achievement of
the Overall
Goal?

Are there any influences by important
assumptions?

Experts, C/P,
Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt

Interview,Questio
nnaire

None

Others Are there any expected/unexpected and
positive/negative impacts (negative influence
on environment by noise, bad smell and
drainage)? What are the causes of these
impacts?

Ministry of
Agriculture,Xth
region govt,
UACH
Experts
C/P

Interview,Questio
nnaire

Part of monitored farmers largely enhanced their profits by
instruction on soil improvement (by the Chilean side) and
instruction on feeding management technology (by the
Project).

Some problems involving realistic, but not academic issues
regarding fertilized eggs, happened. (e.g. management method
and ownership of newly born calves) (C/P of breeding)

The Project has contributed to enhance milk prices and
farmers’ income (C/P of AI and breeding)

Impacts



Criteria
Items Necessary Information/Data (indicators) Information

Sources
Methods of
Survey

Results

Continuation of
Political Support

Importance of small-scale dairy farming
within the national agricultural policies
Importance of small-scale dairy farming
within the agricultural policies of the Xth
region
Importance of CENEREMA as an institution
to improve productivity of small-scale dairy
farming

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts
C/P

Interview Although the national policies does not describe CENEREMA,
they clearly show the intention to utilize INDAP, which
distributes budget necessary for technical support to small-
scale farmers in the Xth region. It indicates that the national
policies intend to indirectly make use of CENEREMA.
Supporting small-scale farmers is recognized as one of the
most important issues by the Chilean government and
therefore, continuous political support to CENEREMA
activities will be gurantteed.

The current center director has an enhanced skill in terms of
budget acquisition and has won confidence from the Ministry
of Agriculture.

INDAP of the Xth region actively supports CENEREMA. INDAP
of the IXth region has requested CENEREMA some activities
concerning beef production in the AI field.

CENEREMA has been consulted by the Chilean government in
the preparation of the National Livestock Development
Program and has also been requested to actively participate in
the Program

Is there
institutional
capability to
effectively carry
out activities?

・Appropriateness of personnel allocation
・Attrition of C/Ps
・Obtaining budget, continuous financial
support
・Decision making system with regard to the
future plans

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH,
Experts, C/P

Doccument
Review
Interview
Questionnaire

Counterpart personnel have been properly assigned with minor
attrition even though they are not full time. The director
adequately manages the center. In addition, Management
Committee has already been established in order to clearly
discuss technological, institutional and financial issues.
CENEREMA obtained its operation costs from various
organizations of the Ministry of Agriculture (e.g. INDAP, SAG).
Operation costs should originally be arranged by UACH and
presently this issue is discussed among relevant organizations.
Regarding self-sufficient finance, revenues are expected by
sale of semen of bulls bred by the Project, liquid nitrogen sale
and blood test fee by PCR. (C/P of AI)

Technical
capability

Do C/Ps have (or Will C/Ps have) sufficient
skills to plan, implement and monitor by
themselves?
Do C/Ps have (or Will C/Ps have) sufficient
skills to instruct farmers by themselves?
Attrition of C/Ps

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts
C/P

Interview
Questionnaire

CENEREMA has counterpart personnel with high technical
capabilities as well as necessary machinery and equipment to
continue the effects of the Project. In addition, domestic and
international needs have been rising in the relevant fields.
National needs include tracability for quality improvement of
productivity and quality. International needs include third-
country training and dispatch of experts to neighbouring
countries mainly in the field of breeding.
In AI field, counterpart personnel plan and carry out training
courses for technicians and farmers by themselves.
・CENEREMA has capable and experienced staff as well as
necessary machinery and equipment to continusely support
farmers (C/P of feeding/management).
・ CENEREMA has international counterpart personnel aho
has carried out training courses in Nicaragua and El Salvador.

Maintenance and
Management of
Machinery and
Equipment

Are machinery and equipment properly
maintained?
Are there any problems in obtaining
system/route and finance necessary to get
parts, office supplies, materials for
experiments and so forth?

Experts, C/P Interview
Questionnaire

Machinery and equipment have properly been operated and
maintenanced. There are no major problems regarding
machinery and equipment.

others Are there any contributing or hindering
factors for sustainability?

Ministry of
Agriculture,
Xth region
govt, UACH
Experts, C/P

Interview
Questionnaire

It is expected that genetic improvement and dairy herd
performance test, at the small-scale dairy farmers level, by
using doble purpose species (meat and milk) be incorporated
into the national policy (and therefore, the importance of
CENEREMA will be enhanced). (C/P of breeding)

It is necessary to develop new personnel considering the age
of counterpart personnel as well as the director.

Sustainabilit
y



調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

上位目標「第10州に
おける小規模酪農家
の生産性が向上す
る」の達成度（見込
み）

1.2009年までに第10州内集乳所のヘク
タールあたりの平均牛乳生産量が50%増
加する（調査時点での状況及び協力終了
時までの見込み並びに妥当と思われる
目標数値）。
2.2009年までに第10州内集乳所で生産さ
れる牛乳中平均細菌数が300,000個/ml
以下になる（同上）。

専門家、
C/P、統計資
料

資料レビュー
インタビュー
質問票

1.2003年までに第10州内集乳所のヘクタールあた
りの平均牛乳生産量が57％増加した。
2.2003年までにMafil、Santa Barbara、Los Avellanos
で生産される牛乳中平均細菌数が300,000個/ml以
下になった。

プロジェクト目標「農
家レベルの適正な家
畜繁殖及び飼養管
理技術が改善・普及
される」の達成度・見
込み

1.2004年までに、適切な人工授精技術が
第10州内の80%の集乳所に普及される
（調査時点での状況及び協力終了時まで
の見込み）。
2.2004年までに、4モデル集乳所の8モニ
ター農家が正しい搾乳技術の80%以上を
実施し、生産乳の細菌数が50,000個/ml
以下になる（同上）。
3.2004年までに、4モデル集乳所の10%の
農家で、生産及び繁殖記録が個体選抜
と牛群の繁殖改善に利用される（同上）。
4.2004年までに、受精卵移植生産による
人工授精用候補種雄牛の精液が平均
2000本凍結保存される（同上）。

専門家、C/P 資料（プロジェクト
記録）レビュー
専門家聞き取り

1.第10州の全集乳所71（2002年12月現在）のうち66
の集乳所(93％)に人工授精技術が普及された。
2.2003年までに、8モニター農家の4戸で、80％以上
の正しい搾乳技術が実施され、牛乳中細菌数の検
査が実施されている6農家中4農家で細菌数5万個
/ml以下の牛乳が生産される状況になった。1モデ
ル集乳所の2モニター農家では検査の必要性（モチ
ベーション）が生じていないため細菌数は検査され
ていない。
3.2003年までに4モデル集乳所の20％及び７％の農
家でそれぞれ生産及び繁殖記録が個体選抜と牛群
の繁殖改善に利用されている。
4.2003年12月現在、8頭の候補種雄牛から2万本以
上の凍結精液を保存。8頭中7頭からは、平均2,000
本以上の凍結精液を生産。

成果の達成度・見込
み
阻害要因

専門家、C/P 資料レビュー
専門家聞き取り

2004年4月現在の活動、成果の達成状況は　報告
書、プロジェクト資料等参照。

１．「人工授精に係る
小規模酪農家の知
識が向上し、十分に
技術を身に付けた人
工授精技術者が養
成される」の達成度・
見込み

1-1　2004年までに、第10州内の集乳所
の80%の小規模酪農家が人工授精に係
る指導を受ける。
1-2　2004年までに、第10州内の集乳所
の80%の人工授精技術者がCENEREMA
で研修を受け、技術認定され、再教育に
参加する。

専門家、C/P 資料レビュー
専門家聞き取り

1-1　第10州の93％の集乳所の農家が人工授精に
関する研修会に参加した。
1-2　第10州の93％の集乳所で人工授精技術者が
養成され、再教育を受けた。

2.　「飼養管理に係る
技術者及び小規模
酪農家の知識が向
上し、モデル集乳所
において適正な技術
が実証展示される」
の達成度・見込み

2-1　2004年までに、第10州の技術者の
飼養管理に係る知識が統一される。
2-2　2004年までに、4モデル集乳所の
80%の農家が飼養管理に係る指導を受け
る。
2-3　2004年までに、4モデル集乳所の
10%の農家で個体乳量及び繁殖が記録さ
れ、これらの結果が評価される。
2-4　2004年までに、4モデル集乳所乳質
検査室が管内農家で生産された牛乳中
の細菌数を、最低月1回の頻度で検査す
る。

専門家、C/P 資料レビュー
専門家聞き取り

2-1 2001年までに、第10州の技術者の飼養管理に
係る知識が統一された。
2-2　2003年までに、4モデル集乳所の約50％の農
家が飼養管理に係る指導を受けた。
2-3　2003年までに、4モデル集乳所の20及び7％の
農家で、それぞれ個体乳量及び繁殖が記録され、
これらの結果が評価される状況に至った。
2-4　2003年までに4モデル集乳所乳質検査室中3
検査室が管内農家で生産された牛乳中の細菌数
を、最低月1回の頻度で検査する状況に至った。

3.　「オベロコロラド／
オベロネグロの種雄
牛の能力が向上す
る」の達成度・見込
み

3　2004年までに、15頭の受精卵移植生
産による人工授精用候補牛が選抜され
る。

専門家、C/P 資料レビュー
専門家聞き取り

2003年12月現在、受精卵移植による人工授精用候
補牛は、採精中の候補牛が8頭、育成牛(12ヶ月未
満）が9頭で、合計17頭。さらに、受精卵移植によっ
て受胎した受卵牛9頭が2004年8月までに分娩し、
プロジェクト終了時前に20頭以上になる予定。この
中から15頭が人工授精用候補牛として選抜される。



調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

A.日本側の投入
1. 専門家
1-1 長期専門家(数、M/M、専門分野）
1-2 短期専門家（数、M/M、専門分野）
2.　機材供与
3. 日本におけるC/P研修（数、期間、分
野）
4. 現地業務費

プロジェクト
報告書
専門家
C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞き
取り

投入状況の最新情報はプロジェクトが作成中
A.日本側の投入
1. 専門家
1-1 長期専門家
チーフアドバイザー/人工授精　2名 、飼養管理1
名、 繁殖育種2名、 業務調整2名 合計７名
1-2 短期専門家
合計11名
2. 機材供与　単位：円
1999年度　24,466,616、2000年度　27,894,301、
2001年度　16,873,695、2002年度　15,384,927、
2003年度25,011,322、合計109,630,861
3. 日本におけるC/P研修
1999年度　4名、2000年度　5名、2001年度　6名、
2002年度　4名、2004年度　2名　合計21名
4.　現地業務費 単位：千円
1999年度2,489、2000年度8,160、2001年度7,811、
2002年度6,627、2003年度14,570、
2004年度2,900（予定）、合計42,557

B　チリ側の投入
1. C/Pの配置（数、分野）
2. 補助人員の配置（数、内容）
3.　土地、施設
4. ローカルコスト

プロジェクト
報告書
専門家
C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞き
取り

B　チリ側の投入
1. C/P配置　合計　18名配置
2. 用地、建物、施設　日本人専門家のための事務
所等
4. ローカルコスト（単位：チリペソ）
27,940,805（1999年度）
28,806,971（2000年度）
61,451,679（2001年度）
68,644,813（2002年度）
77,423,519（2003年度）
合計：264,267,787

投入の実績



調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

活動の進捗状
況

・活動は計画どおりできた
か。
　活動計画を上回る進捗をみ
せた分野、ほぼ計画どおりの
分野、大幅に遅れをみせてい
る分野はそれぞれ何か
・活動を促進あるいは阻害し
た要因は何か

プロジェクト
の報告書
専門家、C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞
き取り

活動はほぼ計画どおりに実施された。しかしなが
ら、飼養管理分野では、いくつかのモデル集乳所
の技術者が十分な時間を持てなかったため、いく
つかの活動進捗に遅れが見られた。また、繁殖育
種分野では、チリ国内で受精卵移植技術による種
雄牛生産は初めての試みであったため、純粋に
近いオベロ種を所有している農場主に、牛を供卵
牛として提供してもらうよう依頼するところから活
動が始まった。当初は供卵牛として供給される牛
の数は少なく、受卵牛の確保も容易ではなかっ
た。また、生まれた子牛の管理方法や所有権な
ど、受精卵移植を学術研究ではなく、実用的に活
用する際の様々な利害に絡む問題も発生した。

・モニタリング実施状況の仕
組み（頻度、方法）

モニタリング
報告書
専門家、C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞
き取り

合同調整委員会が毎年1回、CENEREMA運営委
員会が少なくとも年3回開催され、プロジェクトの進
捗状況、問題点及びその解決策が話し合われて
いる。こうした関係機関の間の密なコミュニケー
ションによって、プロジェクトの達成度が高いレベ
ルに達したと思われる。また、2002年7月には中間
評価調査が実施され、プロジェクト開始後2年半の
間の進捗状況が評価されるとともに、いくつかの
提言がなされている。

・PDM、POの軌道修正内容
（モニタリング結果がどう活動
の進捗状況に生かされたか）

モニタリング
報告書
専門家、C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞
き取り

プロジェクトの成果、活動は合同調整委員会によ
り、適宜修正がなされている。現行のPDMは2度
の修正を経て、2002年7月に実施された中間評価
での協議をもとに作成された（PDME参照）。

・外部条件の変化への対応、
内部化の状況

モニタリング
報告書
専門家、C/P

資料レビュー
専門家・C/P聞
き取り

外部条件の変化による影響はない。

専門家とC/Pと
の関係性

・コミュニケーションの状況
・共同作業による問題解決の
見直し状況
・各活動分野での活動状況
・カウンターパートの変化（主
体性、積極性）

報告書
専門家、C/P

資料レビュー
専門家・C/Pへ
のインタビュー
質問票

主任C/Pであるセンター長とは毎週1回全般的な
打合せを行い、他のC/Pとは適宜日常的に連携し
必要な助言を行っている。また、2～3ヶ月に1回程
度人工授精分野のC/Pとの会議を行っている（人
工授精分野専門家）。
専門家とチリ側人員は、活動の効率的進捗のた
めに、種々の活動において、共同して、あるいは
補完的に活動を実施してきた（飼養管理分野）。

受益者の事業
への関わり方

・実施機関職員の認識の変
化
活動のプロセスにおいて、実
施機関の態度・行動は効果を
あげるべく変容しているか。

専門家、C/P
関係機関職員
聞き取り

プロジェクトには複数の機関が関与している。チリ
国は従来、縦割り行政であったことから、機関間
の関係は希薄であったが、本プロジェクトを通じ、
共通の目標を達成するという認識のもと、各機関
が相互に連携を図るようになった。

合同委員会は
機能したか

合同調整委員会は毎年1回開催され、プロジェクト
の進捗状況、問題点、解決策等が話し合われて
おり、プロジェクトの活動に反映されている。

国内支援委員
会は機能した
か

国内支援委員会は1度開催されたのみであるが、
専門家及び調査団の帰国報告会へ出席すること
等により事業の進捗を把握し、適宜アドバイス等
を行った。また、専門家の派遣及びC/Pの本邦研
修において協力的であった。

モニタリングの
実施状況



調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

相手国実施機
関のオーナー
シップ

・農業省、第10州政府、アウ
ストラル大学関係者のプロ
ジェクト参加の度合い
・カウンターパート配置の適
性度
・PD、PM、C/Pの当事者意識
の度合い

専門家、
C/P、農業省

・資料レビュー
・聞き取り
・質問票

一般的に縦割り行政であるチリにおいて、共通の
目標を達成するために複数の機関及びそのスタッ
フが積極的にプロジェクトに関与した(例：
CENEREMA、INIA、INDAP、SAGは牛乳増産およ
び乳質改善のために協力して活動を実施してい
る）。チリ側のオーナーシップは高いといえる。
CENEREMAはプロジェクトの活動、成果について
積極的に中央政府等に報告しており、中央政府
からも高い評価を得ている。



評価項目 調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

上位目標はチリ
国の開発政策に
合致しているか

・本プロジェクトは計画段階において、その妥
当性の根拠として、チリ国が策定した国家農
業開発政策（1995～2004年）において貧困対
策、農民への技術援助、畜産振興を課題とし
て位置づけていることが挙げられる。本プロ
ジェクト開始後にその上位目標（小規模酪農
家の生産性の向上）に影響を与えるような（重
要性を高めるか低下せしめるような）、政治
的・社会的変化はあったか

国家農業開発
計画、その他
資料

資料レビュー、実
施機関聞き取り、
質問票

牛乳生産の約65％を担う第10州においては、酪農は基幹的
産業である。チリ国では、国家農業開発計画（2000～2010年）
を策定し、小規模農家の支援、畜産業の発展を優先課題のひ
とつとして位置づけている。さらに本調査時に、農業省より「国
家畜産開発プログラム」が提示された。この中の南部プログラ
ム(畜産が盛んな地方に重点を置いたプログラム）は、酪農セ
クターの競争力強化を強調し、育種、飼養管理、繁殖管理、
衛生等の根本的改善の必要性を述べている。また、貿易自由
化が進展する中で、乳価は低落傾向にあり、小規模酪農家の
生産性向上は結果的に収入の向上を意味することから農家
のニーズと一致し、国策とも合致している。

プロジェクト目標
はチリ国の開発
政策に合致して
いるか、上位目
標達成に貢献す
るか。またター
ゲットグループの
ニーズと合致して
いるか。

本プロジェクト開始後にそのプロジェクト目標
に影響を与えるような（重要性を高めるか低
下せしめるような）、政治的・社会的変化は
あったか。また、上位目標達成のための手段
として適切であるか。

専門家、C/P、
農業省、第10
州政府、農家

質問票 ・上記のとおり、本プロジェクトはチリ国の政策と合致してい
る。また、小規模酪農家の家畜繁殖及び飼養管理における技
術の改善・普及は、生産性の向上と直結するものであり、上
位目標を達成するために不可欠である。
・第10州の農家は1haあたりの生産量はポテンシャルより低
い。さらに衛生、品質、トレサビリティが市場から求められるよ
うになっており、プロジェクトにおいて生産性の向上及び乳質
の向上を図ったことは農民のニーズに合致している（飼養管
理分野C/P）。
・妥当性はあまり高くない。INDAPが乳質管理に関する支援を
すでに実施しており、その他の支援は必要ないと考える(育種
分野C/P)。

カウンターパート
機関として
CENEREMAを選
定したことの妥当
性

・チリ国の農業政策におけるCENEREMAの位
置づけに変化はあったか。
・農業省、第10州政府におけるCENEREMAの
位置づけに変化はあったか。

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家

資料レビュー、実
施機関聞き取り

CENEREMAは国内中小規模農家における畜産生産性向上に
寄与することを目的に設立された。CENEREMAは畜産に係る
様々な技術を改善し、中小規模農家を包括的に支援している
唯一の機関であり、カウンターパート機関として選定されたの
は妥当である。

プロ目、上位目
標は我が国の援
助方針に合致し
ているか

援助方針、国
別事業実施計
画

資料レビュー チリ国における開発の方向性として、地域間の経済社会格差
の是正が認識されており、我が国も同国における援助重点分
野として地域経済開発支援をあげている。本プロジェクトは、
比較的貧困層が多いとされる第10州の小規模酪農家の生産
性を向上、乳質管理等の改善を目的とするものであり、その
ための技術者を養成するものである。また全国の牛乳生産量
の65％を占める第10州の社会経済の特色に合った支援を目
的としたプロジェクトであるといえる。よって、本プロジェクトは
我が国の政策と合致している。

日本の技術の優
位性はあるか

日本に人工授精、飼養／管理、繁殖育種にお
けるノウハウが蓄積されているか。

専門家、資料 聞き取り、資料レ
ビュー

以下のとおり、これまで日本はプロジェクト活動を実施するた
めのノウハウを蓄積している。
・凍結精液については、1965年から実用化しており1970年代
から飛躍的に発展した（人工授精の普及率事態は1955年に
は90％以上）。日本の乳用牛の人工授精の普及率は99％以
上で推移している（肉用牛は牧牛がいるため97％程度）。
・飼養管理については、1957年に日本飼養標準が制定され、
5年程度で改訂されている（飼養標準は、その成長過程、生産
量等に応じた適正な養分要求量を示したものであり、飼養す
るための基礎）。また、1974年から牛群検定が開始され個々
の能力及び繁殖が把握されることになり飼養管理に生かされ
ている。ＥＴ技術については1982年から実用化が始まった。
・育種については、1969年にステーション方式の後代検定を
開始し、1984年から牛群検定を活用したフィールド方式に移
行した。
また、2003年からはインターブルに参加し国際評価を行って
いる。

他のプロジェクト
（各国や日本の
他の援助プロ
ジェクト等）との
整合性

・他のプロジェクトとの重複、補完状況 専門家
農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
C/P

聞き取り 終了時評価調査時点で他の援助との直接的な関わりはない
が、畜産分野の第三国専門家として本プロジェクトのC/Pがエ
ル・サルバドル及びニカラグアに派遣されている。また日本ー
チリパートナーシッププログラム(JCPP)のもとエル・サルバド
ル、ニカラグアにおいて実施されているプロジェクトに
CENEREMAは協力している。

プロジェクト目標
は明確か

設定された4つの指標・目標値及び入手手段
は適切か。

専門家、C/P、
農業省、第10
州政府

聞き取り 4つの指標は、専門家及びプロジェクト関係者の経験から設定
されたものであり、プロジェクト目標が達成されたと判断する
ために妥当な数値といえる。また、入手手段である各報告書
についても、終了時評価調査時点で指標の推移等が整理・記
入されており、妥当であるといえる。

妥当性



評価項目 調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

プロジェクト目標
の達成の度合い

・「農家レベルの適正な家畜繁殖及び飼養管
理技術が改善・普及される」の現時点での達
成度及びプロジェクト終了時における見込み
はどうか。

専門家
農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
C/P

資料レビュー
実施機関聞き取
り、質問票

プロジェクト目標レベルの指標については「実績」に関するマト
リクスを参照。人工授精分野においては、農家に対する研修
会、人工授精技術者の養成及び再教育研修等は計画に沿っ
て実施され、人工授精の普及はプロジェクト目標に達してい
る。飼養管理分野でにおいては、プロジェクト実施前半におけ
るC/P配置が不十分であったことと、モデル集乳所の技術コン
サルタントの協力が不十分なこと等が重なり、活動進捗に若
干の遅れが見られるものの、着実に成果が上がっている。繁
殖育種分野においては、C/Pへの受精卵移植の技術移転は
ほぼ完了している。また種雄牛造成も順調に進展し、プロジェ
クト目標達成の目途がついた。

目標達成に対す
る本プロジェクト
の貢献度

・プロジェクト目標達成度が高いとすれば、そ
れは本プロジェクトの実施の結果だといえる
か。

専門家
農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
C/P

聞き取り、質問票 本プロジェクトの成果はいずれもプロジェクト目標の達成に直
結すべく設定されている。プロジェクト目標の指標はプロジェク
ト活動の具体的内容であり、プロジェクトがなければ普及また
は生産されないものである。実績に関しては、「実績」のグリッ
ドを参照。

プロジェクトの成
果以外に目標の
達成に影響を与
えそうな要因

・促進要因（プロジェクト活動以外にプロジェク
ト目標達成に貢献した、あるいはしそうな要
因）
・阻害要因（プロジェクト活動以外にプロジェク
ト目標達成にマイナスに作用した、あるいはし
そうな要因）

専門家
農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
C/P

資料レビュー
関係者聞き取り
質問票

・飼養管理分野の活動には技術者が関わっている。技術者が
実施する農家への指導内容（指導内容は契約に基づく）の中
に、プロジェクトが必要とする指導内容が含まれていない場合
には、その内容を補完するよう協力を要請したが十分な協力
を得られないことがあった。これは阻害要因のひとつといえ
る。
・INDAPが雇用している技術者からの支援が途切れたこと。ま
た、トラウコ集乳所から牛乳を購入している乳業会社は、細菌
数を検査するための機材を有していないため、細菌数を乳価
に反映していない。このため、トラウコ集乳所傘下の農家には
乳質を改善するインセンティブがない（飼養管理分野C/P）。
・促進要因として乳製品関連企業及び消費者が、乳質に関す
るより厳しい基準を求めているため、小規模農家も対応せざ
るを得ない状況になってきた（飼養管理分野C/P）。
・1996年からの人工授精活動（SAGの人工授精プロジェクト）
によって、プロジェクト開始時にC/Pがすでにある程度の知識
を有していた（人工授精分野C/P）。

効率性

投入された資源
量に見合った成
果が達成されて
いるか

・投入の質、量、タイミングは適切であったか。
・外部条件、前提条件の影響はあったか。
・より低いコストで達成する代替手段はなかっ
たか。
・同じコストでより高い達成度を実現すること
はできなかったか。

・専門家
・C/P
・現場踏査

資料レビュー
聞き取り
直接観察
質問票

1.日本側の投入については、長期・短期専門家の派遣、日本
でのC/P研修、機材供与は、質、量、タイミングいずれも適切
であり、活動の実施、成果の達成のためによく活用されてい
る。
2.チリ側の投入については、当初C/Pの配置および運営予算
の確保が不十分であった。現在、問題はほぼ解消されつつあ
る。また、INDAPの予算執行にムラがあり、頻繁に予算が途
切れ現場の技術コンサルタントが不在となった。
3.成果の指標については、ほぼ達成している（「実績」のグリッ
ドを参照）。

上位目標達成の
見込み

・上位目標達成の見込み、条件
・上位目標の達成は、プロジェクト目標達成の
結果か。

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学、
C/P、専門家

聞き取り
質問票

・上位目標レベルの指標は「実績」のマトリクスを参照。
・平均牛乳生産量が57％増加するなど、上位目標の一部はす
でに達成されている。

実施機関以外へ
の影響

本プロジェクトは外部（他の政府機関、農業従
事者、一般国民、その他プロジェクト関係者以
外)に何らかのプラスあるいはマイナスの影響
を与えたか。あるいは与える可能性がある
か。

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家
C/P

聞き取り
質問票

・AI普及に関して、第9州、第8州へと広がりが出てきた。特に
第9州のINDAPは人工授精普及のための予算を確保した。
・チリ側の要望により、PCM研修会が実施され、行政機関及
び研究機関(大学）の人々の本プロジェクトへの理解に役立っ
た。
・2003年11月に国際セミナーが開催され、CENEREMAに対す
る期待と賛同が表明された。また繋養種雄牛の紹介はペルー
への凍結精液の輸出につながった。
・JCPPによる対エルサルバドル、ニカラグアの協力が推進さ
れ、JICAプロジェクト相互間の協力関係成立の可能性が出て
きた。
・一般的に縦割り行政にあるチリにおいて、関係機関が相互
に連携を図った。
・一般的に新技術導入に消極的な小規模酪農家の一部が、
プロジェクト活動を観察し、新技術の導入の重要性を認識し
た。
・チリ国政府は、国家畜産計画プログラムを策定するにあた
り、CENEREMAに意見を求めると同時に、CENEREMAの積極
的なプログラムへの参加を求めた。

有効性

インパクト



評価項目 調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

実施機関の組織
や関連制度、財
政、技術変革等
への影響はあっ
たか

・CENEREMAは農業省内の組織図上の位置
付け、予算、人員、権限に変化があったか、あ
るいはあると予測されるか。
・そのような変化は本プロジェクトの影響と見
られるか。

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家
C/P

聞き取り、質問票 ・CENEREMAに関連する様々な機関の専門家間の関係が強
化された（育種分野C/P）。
・モデル集乳所が農家への技術移転の場となるなど、以前よ
り頻繁に活用され、その結果組織が強化された（人工授精分
野C/P）。

上位目標の達成
を貢献・阻害する
要因は何か

外部条件の影響はあるか。 専門家、C/P、
農業省、第10
州政府

聞き取り、質問票 特になし。

その他 ・その他波及効果を含め、予想されたあるい
は予期しなかったプラス、マイナスの影響は
あったか（騒音、悪臭、排水等による周辺環境
への悪影響、女性の地位へのプラスあるいは
マイナスの影響、機械化導入による農業生産
性の向上や農民の生活、農村社会の変化
等）、またその要因は何か。

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家
C/P

聞き取り、質問票 ・モニター農家の一部では、チリ側の土壌改良の指導及びプ
ロジェクトからの飼養管理技術（乳質改善を含む）の指導によ
り、収益が大幅に増加した。
・生まれた子牛の管理方法や所有権など、受精卵移植を学術
研究ではなく、実用的に活用する際の様々な利害に絡む問題
も発生した（繁殖育種分野）。
・牛乳の価格改善に影響し、農家の収入増につながった（人
工授精分野、飼養管理分野C/P）。



評価項目 調査項目 必要な情報・データ(指標） 情報源 調査方法 調査結果

政策支援の継続
（見込み）

・国家農業政策における小規模酪農の位置づ
け
・第10州農業政策における小規模酪農の位置
づけ
・小規模酪農家の生産性向上政策における
CENEREMAの位置づけ

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家
C/P

聞き取り ・国家政策にはCENEREMAに関する記述はないが、INDAPを
活用していく方針は随所に見られる。第10州の小規模酪農家
の技術的支援に必要な予算に関し、INDAPはCENEREMA予
算(単年度の競争方式）を配分しており、間接的に国家政策が
CENEREMAを活用していると考えられる。小規模農家の支援
はチリ国の施策の重要課題となっており、引き続き
CENEREMAの活動への政策的支援はある程度保証されてい
る。
・現センター長の予算獲得技術は着実に向上しており、また
農業省からの信用も厚い。
・第10州のINDAPは積極的に支援しており、人工授精の普及
では第9州のINDAPから牛肉生産のための活動要請がある。
・チリ国政府は、国家酪農開発プログラムを策定するにあた
り、CENEREMAに意見を求めると同時に、CENEREMAの積極
的なプログラムへの参加を求めている。

活動を円滑に実
施するに足る組
織能力はあるか

・人材配置の適性度
・C/Pの定着度
・予算の確保、財政支援の継続性
・将来計画の意志決定の仕組み

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学、
専門家、C/P

資料レビュー
聞き取り
質問票

・C/Pはフルタイムではないが適切に配置されており、定着度
も高い。センター長の運営能力も優れている。また、
CENEREMAの技術的、制度的、財政的問題を明確に議論す
るための運営委員会がすでに設置されている。財政面では、
農業省の各機関（INDAP、SAG等）を通して活動予算を確保し
ているのが現状である。運営予算は大学が負担するべきであ
り、現在その方向で調整中である。また、自己財源としては、
プロジェクトで造成した種雄牛の精液の販売、液体窒素の販
売、PCRによる血液鑑定検査手数料等による歳入が見込ま
れる（人工授精分野C/P）。

技術の定着度 ・C/Pの技術は研修の計画立案、実施、モニタ
リングを独自に実施するレベルに達したか（す
るか）。
・研修を受けた普及員は独自に農民を指導で
きるレベルに達したか（するか）。
・C/Pの定着度

農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家
C/P

聞き取り
質問票

・C/Pは国内外のニーズの増加に対応できる技術を要してい
る。国内のニーズは、肉用牛の生産性改善、品質向上のため
のトレサビリティー、国外のニーズは家畜繁殖を中心とした第
三国研修及び第三国専門家派遣等が挙げられる。人工授精
分野では、技術者養成コース及び農家の講習会等はC/P
チームが計画・実施している。
・CENEREMAには能力・経験を十分に備えたスタッフがいる。
さらにCENEREMAは必要な設備と機器を保有しており、今後
も小規模農家の支援を継続できる（飼養管理分野C/P）。
・ エルサルバドルやニカラグアで研修を実施した国際的な
C/Pが存在する（育種分野C/P）。

資機材の維持管
理

・資機材は適切に維持管理されているか
・部品、消耗品、実験材料等研究に必要な物
資の入手方法・入手ルート・資金に問題はな
いか

専門家、C/P 聞き取り
質問票

機材の運営管理は適切に実施されている。機材については
大きな問題は生じていない。

その他 自立発展の促進、阻害要因はあるか 農業省、第10
州政府、アウ
ストラル大学
専門家、C/P

聞き取り
質問票

・小規模農家のレベルで乳肉兼用種を利用した遺伝子改良と
牛群検定は、将来の国の政策として定着する可能性がある
（そのため、CENEREMAの重要性は高まる）（育種分野C/P）。
・センター長の後継者及び（高齢化した）C/Pの後継者を育成
していく必要がある。

自立発展性



５．収集資料（国家畜産開発計画（仮訳）） 
 
1. 経緯 
 
1.1 目標 
 
国家畜産開発計画は、以下に示す 2 つの主要目標を掲げている。 
 
・ 競争力を持った差別化された生産物を提供することによって、国外市場におけるチリ産

牛肉と乳製品のシェアを高めるため、これらの品質を大幅に改善し、輸出を促進する。 
 
・ 牛肉部門、豚肉部門、羊肉部門、鶏肉部門、乳製品部門、蜂蜜部門など、輸出プロセス

に関与する各畜産部門の側から、行政サービスに対するニーズが拡大する中、こうした

ニーズに対応すべく、農業省農牧庁（SAG）畜産保護局（Departamento de Protección 
Pecuaria）を全面的に近代化する。 

 
これら２つの目標を達成するためには、民間部門と公的部門の一致団結した行動を通じて、

国内畜産業を発展させる総合的な振興計画を実施することが不可欠である。国家畜産開発

計画では、畜産業が直面している各種の問題を解決することに照準が合わせられているが、

計画実施 1 年目の費用は、総額 324 億 200 万ペソとなっている。このうち、226 億 5,000
万ペソはすでに始動している各種プログラムにかかる費用で、残りの 97 億 5,200 万ペソは、

新たに実施されるプログラムにかかる費用である。新たに実施される各種プログラムにつ

いては、計画実施２年目以降 4 年間、毎年合計 89 億 5,900 万ペソの費用がかかると算出さ

れている。 
 
 
1.2 畜産業の現状 
 
チリは伝統的に牛肉の輸入国であったが、2001 年には 60 トン、2002 年には 3,500 トンの

牛肉を輸出し、本年は 15,000 トンの輸出を見込んでいる。この数字は若牛 6 万頭に相当し、

1 年間の国家収益の約 7％に等しい。 
 
これは、主として第 7 州以南で営まれている畜産業の展望が、根本的に変化したことを意

味する。畜産業に見られるこの将来有望な成長は、急速に達成されたものだ。理由の一つ

として挙げられるのは、チリが有する衛生上の利点である。口蹄疫に感染していない安全

な牛肉を提供することができ、おかげで通常価格より 20％近く高い。しかしながら、農業

省は、今後の成長を妨げかねない弱点に対して行動を起こすことで、畜産業の発展を強化

することが必要だと考える。こうした意味において、チリが EU と先ごろ締結した貿易協

定や、それに続き締結が見込まれる米国及び韓国との貿易協定によって、新たな機会が出

現してきたが、最近こうした機会が利用され始めたことを考慮に入れる必要がある。 
 
酪農部門に関しては、一部一時的な理由から輸出能力が拡大しており、2002 年の乳製品の

輸出は 4,400 万ドルに達した。これはチリの全乳生産量のほぼ 10％に相当する。2003 年に

はより一層の輸出が見込まれている。乳製品の競争力に影響を及ぼすいくつかの要因に適

切に対応するなら、国内需要の今後の回復に輸出の強化が加わって、酪農部門は大幅に発

展する可能性がある。 
 
現在、主として国外市場に照準が合わせられている羊肉の生産に関しては、国内生産が拡

大すれば、その分輸出を拡大するために必要な品質とインフラを備えている。 



 
白身の肉、特に豚肉に関しては、国内生産量においても、輸出量においても顕著な成長が

見られる。生産効率が非常に優れているため、主要な豚肉製品のいくつかに関しては、ネ

ットで見た場合チリは輸入国であるにも関わらず、非常に様々な国外市場に競争力を持っ

て進出することができた。豚肉製品の輸出は、ほとんど途切れることなく成長してきてお

り、非常に要求の厳しい国々の一部にまで進出している。 
 
最後に、蜂蜜に関しても、国内生産量、輸出量ともにゆっくりではあるが着実に成長して

いる。2003 年においては、一時的な理由から輸出量が 2 倍以上になるという機会に恵まれ、

その結果、年度半ばで輸出量が 1 万トンを超え、輸出額は 2,500 万ドルを上回っている。

これは、ここ数年間見られる重要な市場への参入傾向を一層強めるものである。 
 
今後も、以上の生産物の輸出と、それを可能にする国内生産量は引き続き拡大し続けるで

あろう。例えば牛肉の場合、2002 年の 660 万ドルの輸出から、2005 年には 7,500 万まで

拡大する可能性が見込まれる。乳製品、蜂蜜、牛肉以外の食肉に関しても、伝統的な輸出

品であることから、牛肉ほどの顕著な伸びはないにしても、同様に輸出が拡大することが

見込まれる。 
 



1.3 国内牛が抱える問題 
 
国家畜産開発計画を策定するために実施された各種調査 1から、国内牛を活用するためには、

生産工程の様々な段階でパラメーターとして使用される生産性・品質規格を、すべて抜本

的に引き上げることが必要であるとの診断が下された。この処置は、国内牛の飼養頭数の

拡大に大きな影響をもたらすであろう。これに沿って、牛の飼養頭数を 15 年間で 800 万頭

にすることが提起されている。非常に不均質な生産性を持った現在の畜産業を、すべての

生産物が比較的均質でまずまずの生産性と収益性を持ち、加えて、優れた生産活動（Buenas 
Prácticas Ganaderas）に裏づけされた効率の良い畜産業へ、5 年間で転換させることが提

起されている。平均して牛の 3％近くが、依然としてブルセラ病または結核病に罹っている

現状を、ブルセラ病については 10 年間で根絶し、結核病については大幅に減らすことが提

起されている。チリでは口蹄疫の発生も牛海綿状脳症（BSE）の発生も見られないことを

考慮すると、これは、良好な水準にあるチリ畜産業の衛生状況に、新たな競争上の優位を

付与することになる。 
 
以上の提案は、公的部門及び民間部門による投資に加え、効率的で有効な研究・技術移転

プログラムを前提とするものである。また、掲げられた目標を達成するためには、生産者

レベルでの技術の改善が必要であるが、これを促進する普及プログラムを実施することも

重要である。しかしながら、いかなる点に関しても、国家畜産開発計画は農家（小規模農

家、中規模農家、大規模農家）に加え、と殺場、酪農業者、家畜品評会場、大学、公共機

関の固い決意を前提とするものである。 
 
零細家族農業に関しては、国家畜産開発計画は、これを輸出プロセスに統合することがで

きるまたとない機会である。零細家族農業部門は国内で飼養される牛の 40％近くを所有し

ていることから、この部門の輸出プロセスへの参入は重要である。 
 
畜産業を近代化し繁栄させることは、チリの農業に構造的な影響をもたらすと見込まれる

ため、国家的に重要な目標となっている。さらに、これは羊肉・乳製品の輸出とあいまっ

て、輸出農業地域（北部と中部）と輸入代替地域（南部）との間に伝統的に存在する格差

を克服し、チリが力を注ぐ農業の開放・近代化プロセスの完了を可能にするであろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―――――――――――――――――― 
1国家畜産開発計画の策定にあたっては、牛肉に関する諸問題に関して、2002 年に AASA グループが開催

した民間コンクールで競争した各種提案が検討されたことを言及しておかねばならない。特に、優勝した

チリ大学獣医学部の提案、また、その後農業省農業政策調査局（ODEPA）の委託によりコンサルタント会

社 AGRARIA が作成した調査報告書が考慮された。  



2 国家畜産開発計画 
 
国家畜産開発計画はチリ全土で展開されることになるが、畜産業が第一の産業になってい

る地域（第 7 州から第 12 州）において、優先的な取り組みが行われるものと見込まれる。
2 
 
本計画は以下に示す 2 つの大きな政策から構成されている： 
 
・ 肉用牛産業と酪農における競争力の改善 3。これには品質と生産性の向上を目指す各種

のプログラムが含まれる。この政策の目標は、両部門の成長の妨げとなっている主要な

問題に対応することである。これらの問題に対しては、予算的な制限や制度的限界、部

門全体の発展と成熟の度合いなど、様々な理由から、現在、適切な対策が取られていな

い。目標を達成するために、既に現在取られている対策をより効果的に適用すると同時

に、追加資金によって、別の新たな対策も強力に推し進められることになる 4。 
 
・ 農業省農牧庁（SAG）畜産保護局の再編成とリエンジニアリングを中心とした制度的な

強化。衛生上のリスクが増加していることや、畜産物の輸出が急激に膨らんでいること、

輸入国側からの要求が厳しくなってきていることから、制度的な強化は急務と判断され

る。畜産保護局の全面的なリエンジニアリングは、既存の機能と資源を再分配すること

を意味するが、国家畜産開発計画によって、既存の資源に新たな資源が割り当てられ、

これによって、組織の改革プロセスが強化されることになる。畜産保護局の業務は、畜

産業全部門（牛肉部門、羊肉部門、豚肉部門、乳製品部門、鶏肉部門、蜂蜜部門、その

他）に及んでいることから、国家畜産開発計画はチリの畜産物すべてにプラスの影響を

与えることが予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―――――――――――――― 
2 これは、中期的な開発戦略において特殊な生産機能を担う可能性がある首都圏や第 6 州など、他の重

要地域を除外するものではない。 
3 この政策に投入される予算の大部分は、第一段階においては肉用牛産業に照準を合わせ配分されるこ

とになるのを指摘しておくが重要である。国家畜産開発計画の展開によって新たな政策が発生する場

合には、評価を行った後に、それを酪農部門あるいは羊肉部門に適用される可能性もある。しかしな

がら、例えば、家畜の総数の増加を目指すあらゆる措置によって、酪農部門に即効的な効果を追求す

ることはない。 
4 2001 年から牛肉部門に関しては、近代化を行い輸出を開始するために、一致団結した形で取り組みが

行われていることを指摘しておかねばならない。付属文書で提示されている、チジャン第 1 研修、第

2 研修の成果を参照のこと。さらに、2003 年 5 月に実施されたチジャン第 3 研修と、最近酪農部門に

よって実施されたプンタ・デ・トラルカでの研修においても成果が出ている。 
 



2.1 政策 1：肉用牛産業における競争力の改善 
 
2.1.1 肉製品の品質 
 
畜産業における品質の概念は、動物衛生と密接に関係している。とはいうものの、動物衛

生が国外市場に参入するための義務であり、主として公的部門による直接的な対策によっ

て取り組みがなされる分野であることから、両者を分けて考えるのが適当である。また、

品質の問題は、むしろ、自発的意思決定の領域に位置しており、民間部門に直接左右され

る問題である。こうした特徴から、品質という課題は漸進的な方法で取り組まれるもので

あり、それ故、初期段階においては取り組み率が低いと言える。しかしながら、今後は農

家も取り込んでこの課題に取り組むことが不可欠であると判断される。農家における品質

の改善は個人の利益を生み出すばかりでなく、畜産業全体にとってプラスとなる外部利益

をも生み出す。なぜなら、チリの畜産業全体の本質的なイメージアップと地位向上につな

がるからである。  
 
 
2.1.1.1 PABCO 基金 
 
牛肉生産部門が国際市場へ参入するための戦略的要素として、品質向上政策を効果的なも

のにするためには、国内牛の管理規格を国際市場が要求する水準まで引き上げる必要があ

る。 
 
こうした状況のもと、環境への配慮、生産物の安全性、衛生上の問題、動物福祉に関する

問題に関して、優れた畜産活動（Buenas Prácticas Ganaderas：BPG）は、市場において

ますます高まる商業的ニーズを満足させる。 BPG プログラムを実行すれば、短期間のう

ちに、畜産物に対して要求される保証が獲得できるであろう。それ故、BPG プログラムの

展開は民間部門にとって不可欠である。 
 
輸出される生産物を保証する効果的なメカニズムを確立するためには、国家は SAG を介し

て、プログラムの検査官という役割を担わなければならない。こうした意味において、民

間の BPG プログラムが既に存在することから、SAG が容易に検査機能を発揮できるよう

にする必要がある。 
 
そのため、PABCO（公的管理牧場）の拡大を促進するための基金を設立することが提起さ

れている。PABCO については、品質規格の改善に関心がある民間部門の生産者を公募で募

っている。基金の設立によって、PABCO システムに生産者が加入するために必要な費用を

削減することが可能になる。現在、325 の PABCO（家畜の数は約 15 万頭）が存在するが、

このうち 50％は、肉用牛産業で適用されていると推定される。PABCO システムへの加入

を 2 倍にすることが提起されているが、そのためには、3 億 1 千万ペソの追加予算が必要と

なる。（1 年目及び 2 年目以降） 
 
 
2.1.1.2 家畜の追跡とトレーサビリティー 
 
2.1.1.2.1 畜産施設の登録と家畜の移動管理 
 
トレーサビリティーとは、家畜または家畜生産物の産地あるいは目的地を、生産工程のい

かなる点からも効率的かつ信頼できる方法で探り出す能力である。チリにはトレーサビリ

ティーが存在するとはいえ、動物衛生に関する状況の変化と市場が要求する食品の安全性



に応えるため、これを改善する必要がある。 
 
トレーサビリティー・システムは、以下の項目にとって不可欠である。 
 
・ 何らかの外来病が原因で疾病が発生した場合、効率的かつタイムリーに疾病を管理・根

絶する。例：口蹄疫、牛海綿状脳症（狂牛病） 
 
・ 牛の風土病を管理・根絶する。例：牛ブルセラ病、牛結核病 
 
トレーサビリティーにおいては、以下に示す 2 つの構成要素が不可欠である。 
 
・ と殺場でのと殺に至るまで、牛の生産に関与するすべての畜産施設（牧場、品評会場、

と殺場）の追跡と強制的登録 
 
・ 国内における家畜の移動の登録・管理 
 
チリにおけるトレーサビリティーを改善するためには、これに関連する２つのシステムを

開発することが不可欠である。一つは畜産施設の登録と追跡に関するシステムである。こ

れは単一 IDコードの割り当てを行うと同時に、畜産施設の所有者による年次申告をもとに、

家畜の頭数を登録するシステムである。もう一つは、国内における家畜の移動の管理に関

連するもので、（畜産施設の単一 ID コードと結びつけ）家畜の産地と目的地を特定し、家

畜の移動すべてを文書に登録することを可能にするシステムである。これらのシステムは

コンピュータ化されることになるが、中央データーベースを備え、情報源とオンラインで

結ばれる。 
 
前述の 2 つのシステムを開発するためには、例えば、家畜自由移動ガイド（Guía de Libre 
Tránsito de Animales）など、家畜の移動に関する既存の文書を修正する必要が生じる。ま

た、家畜の移動を登録・管理するプロセスを最善のものにすること、ニーズに適合した情

報システム（ソフトとハード）を設計・導入すること、現在、家畜の品評会場とと殺場で

管理されている記録簿とデーターベースを統一すること、畜産施設の登録と家畜の移動を

管理する管轄機関を SAG の中に創設すること、研修と普及活動を行うこと、などが不可欠

である。 
 
これら 2 つのシステムは、本文書の次の項目で言及されている個々の家畜の追跡と関連す

るものであるといえる。 
 
畜産施設の登録・家畜の移動管理にかかる費用は、1 年目は 10 億ペソ、2 年目以降は年間 6
億 9,800 万ペソに上る。 
 
 
2.1.1.2.2 個々の家畜の追跡 
 
個々の家畜の追跡とは、トレーサビリティーの効率的な運営を保証するための第一基盤と

して、牛の公式追跡登録システムを導入することからなる。これにより、主として保護シ

ステムや衛生監視システムをより効果的に機能させることが可能となるであろう。また、

品質差別化戦略（BPG：優れた畜産活動）を展開するための基盤となり、輸出保証に関連

する公的システムの改善につながるだろう。加えて、公式追跡登録システムによって、家

畜を銀行の担保にすることが可能となり、畜産業にとっては資金調達が容易になるであろ

う。また、畜産物の農畜産物取引所への上場を可能にするであろう。さらには、農場レベ



ル及び商業レベルで生産情報の管理を改善する基盤となるであろう。 
 
公式追跡登録システムは、SAG が導入している国家畜産物輸出記録簿（Registro Nacional 
de Exportaciones Pecuarias）を補足するものと見なされる。同記録簿は強制的な性格を持

つもので、群レベルでトレーサビリティー・システムを構築することを追及している。家

畜の個体レベルでの追跡システムは、任意的な性格のものとなるであろうが、システムの

開発にあたっては、以下に挙げる大規模な 2 つの実験的プロジェクトの始動が予定されて

いる。 
 
・ EU への輸出（年間 8 万頭の家畜輸出）を志向する、納入業者開発プログラム（PdP）

や公的管理牧場（PABCO）、技術移転グループ（GTT）、並びに、農牧開発庁（INDAP）
ネットワーク関連企業に焦点を当てたプロジェクト。このプロジェクトは、家畜の追跡

（家畜追跡システムの存在）を高く評価するあらゆる国外市場へ行動半径を拡大するた

めの参考となるであろう。 
 
・ 適度な規模の家畜数（8 万頭）を抱え、生産差別化プロセス（飼養への専門化、クリー

ン農業のスタンプ）に関心を持ち、これに携わる生産者がいるアイセン地域の畜産業に

焦点を当てたプロジェクト。これは、地域レベルでの参考となるであろう。プロジェク

トを実施するために、地域レベルでの資金調達手段が模索される予定である。 
 
家畜の公式追跡システムの導入にかかる費用は、5 年間の間、年間 5 億 6,000 万ペソ（10
ドル／頭 × 80,000 頭）である。 
 
 
2.1.2 農業経営における生産性の向上 
 
2.1.2.1 牛の飼養頭数の拡大 
 
輸出オファーの拡大は、結局のところ、国内畜産業における生産性の向上にかかっている。

国家畜産開発計画は牛の飼養頭数を増やし、15 年間で 800 万頭に到達することを掲げてい

る。この目標を達成するためには、群の管理において、複数の生産性パラメーター（遺伝、

牧草地、飼料、繁殖管理、衛生、その他）の効率を大幅に上昇させることが必要である。

そのためには、生産者側が経営管理方法を改革することが要求される。以下の表では、改

善が提起されている技術的パラメーターが示されている。牛の飼養頭数を増やすためには、

民間部門が飼養頭数の少なくとも 10％にあたる 1 歳半から 2 歳の雌の子牛を保留する必要

があるのを指摘しておかねばならない。生産コストを低く抑えながらこの目標に到達する

ためには、国内肉用牛産業の生産性と競争力を大幅に改善する必要がある。その場合、国

家の仕事は各種の振興策を管理することにとどまり、実際、課題に直接取り組むのは、主

として牛の生産者側である。また、生産者側ほどではないにせよ、加工業者側の努力も必

要である。 
                   

国家畜産開発計画：技術パラメーター 
パラメーター 0 年 目標値 

繁殖率 70％ 84％ 
(1 歳までの)子牛の死亡率 10％ 5％ 
成牛の死亡率 3％ 2％ 
成熟月齢 30 ヶ月 28 ヶ月 
抽出率(出荷割合) 23％ 27％ 



この問題については、詳細な分析を行うことが必要である。繁殖用雌牛の保留に直接補助

金を支給することに関しては、法的な観点からも、予算的、行政的な観点からも複雑な一

連の問題が存在し、適用が難しい。また、輸出によって収益性が改善すれば、繁殖用雌牛

の保留に影響が及ぶと思われるため、そのような補助金の可能性は排除された。そうであ

っても、チリ国立銀行（BECH）の畜産融資は牛の飼養頭数拡大の推進に一役買うであろ

う。最後に、牛の飼養頭数拡大を可能にする生産性パラメーターを改善するためには、生

産者部門及びと殺部門が担うべき役割を明確にすることが必要である。 
 
 
2.1.2.2 研究と技術移転 
 
食肉業界と、畜産物における応用研究に対するニーズとのインターフェースとして機能す

る、食肉技術センター（Centro Tecnológico de la Carne）を設立するために、産業振興公

社（CORFO）を活用することが提起されている。民間機関として設立される食肉技術セン

ターは、求められる技術革新を促進する各種措置を講じるものでなければならず、獲得し

た成果が効果的に畜産生産者へ移転されるのを保証しなければならない。費用は（3 年間で）

7 億ペソと見積もられているが、CORFO の財源によって資金が調達される。5 食肉技術

センターは、国家食肉研究計画（Programa Nacional de Investigación en Carne）の策定

を介し、現在、農牧研究所（INIA）が進めている研究と技術移転に関与することになる。

同計画は、現在使用可能な資金に増額資金を加えたものを、国家畜産開発計画の目標達成

に有効と思われる各種のプロジェクトに集中的に投入しようとするものである。 INIAは、

中南部の食肉産業に専門化された機関であるカリジャンカ地域研究センターから、国家食

肉研究計画の調整にあたる予定である。 
 
食肉に関する研究と技術移転の推進は、国内家畜の生産性・繁殖力を改善し、その競争力

を高めるために不可欠と見なされる。研究と技術移転を推進することによって、現在の牛

の飼養頭数を 15 年間で 2 倍にし、輸出を大幅に増加させるという目標を達成することが可

能となるであろう。 
 
牛肉部門については、現在、INIA は 11 のプロジェクトを展開しているが、これらのプロ

ジェクトへの自己資金による出資額は 2 億 7,100 万ペソ、また、外部からの資金調達は 910
万ペソ（4.3％）である。また、酪農部門に関しては、現在、INIA は 28 の研究プロジェク

トを展開しており、自己資金による出資額は 9 億 7,450 万ペソ、外部からの資金調達は 1
億 3,540 万ペソとなっている。これらのプロジェクトは、プロジェクト統合計画（Programa 
de Integración de Proyectos）によって強化されるであろう。同統合計画は、今日まで蓄積

されてきた技術・ノウハウの民間部門への移転に特に力を注ぎ、これら技術・ノウハウの

強化に努めようとするものである。 
 
――――――――――――― 
5 このような目的の下、技術移転をどのような形で行うか調査するために、既に CORFO 当局者と接触が

行われた。第 8 州は INNOVA 計画（開発・技術革新計画）によって、技術センターを設立することに関心

を示している。また、第 10 州の当局者もこの種のセンターを自州に持つことに関心を示した。 
 
この計画に対しては、年間 2 億ペソの追加予算が充てられる予定である。これには、農業

省からの直接の出資、自己資金、民間からの出資、競争力のある基金（開発・技術革新基

金 FDI、農業革新基金 FIA、科学技術開発基金 FONDEF、国家地域開発基金 FNDR その

他）からの調達が検討されている。 
 
技術移転に新たな推進力を与えるため、INIA は技術移転グループ（GTT）への支援を拡大



する予定である。新たに設立された 75 の GTT に助成金の支給を拡大するが、それに要す

る年間 3 億ペソの費用（各 GTT に対しそれぞれ 400 万ペソ）は、国家畜産開発計画が負担

することになる。以上のことから、追加予算の総額は年間 5 億ペソで、これは国家畜産開

発計画の実施中変わらない。 
 
 
2.1.2.3 育種計画 
 
1950 年から 1960 年にかけて、先進国の多くで畜産業の生産性と競争力に劇的な改善が見

られたが、その主要な要因の一つは、育種計画の実施であった。効果的な育種計画を実施

するために行われた投資が大きな利益を生んで回収されたのは、証明された事実である。 
 
生産工程の様々な段階でパラメーターとして使用される生産性・品質規格を引き上げるた

めに、人工授精の活用を奨励する育種計画が提起されている。これは授精が国内雌牛の約

20％にとどまっていることを考慮し、人工授精によって国内家畜の品種改良プロセスを加

速させようとするものである。また、人工授精技術が酪農部門では一般的に使用されてい

る（授精の約 90％が人工授精）のに対し、肉用牛においては、限られた生産者しか人工授

精を行っていないことから、より一層育種計画の必要性が問われている。 
 
我が国には総数約 215 万頭の雌牛がいる。毎年、これらの雌牛の約 20％に人工授精を行う

ことが提起されている。雌牛の内訳は主として繁殖期に差しかかっている 1 歳半から 2 歳

の子牛で、繁殖用雌牛の更新は 1％である。このことから、年間約 42 万頭の雌牛に人工授

精を行わなければならないことになる。 1 万ペソの授精費用で、年に 1 回半授精を行うと

して、家畜１頭あたりの年間費用は 1 万 5,000 ペソになる。 
 
育種計画の普及は、人工授精で使用された遺伝資源（雄牛、品種及び交配種）を全国レベ

ルで評価することができるデータの獲得にかかっている。そのため、使用した精液の調査

に加え、育種計画によって生まれた牛の出生時及び離乳時の体重を生産者に求めることに

なるだろう。これらのデータは毎年公表される予定である。 
 
育種計画は以下の 2 つのプログラムに分割される。 
 
・ 小規模農家プログラム：小規模農家は牛の飼養頭数の 40％近くを保有していると推定

される。毎年 8 万頭の雌牛に授精を行うものとして、年間 12 億ペソの費用がかかるが、

100％助成が行われる。本プログラムについては、農牧開発庁（INDAP）がこれを管轄

し、非公募方式で実施される。 
 
・ 中規模生産者プログラム：初めて応募する生産者に対しては、授精費用の 50％が助成

される。再応募の場合には 25％が助成される。また、3 回目の応募に対しては、助成は

10％のみである。本プログラムの対象となる雌の成牛と子牛は、少なくとも年間 34 万

頭である。実施 1 年目の費用の 50％が助成される場合、総費用は 25 億 5,000 万ドルと

なる。 
 
 
中規模生産者プログラムに関しては、劣化土壌回復プログラム（PRSD）に類似した公募

方式によって実施される。これにより、関心のある生産者が各種の育種プロジェクトに

応募することになる。 各プロジェクトに対しては、現在 PRSD に適用されている条件

と同じく、プロジェクトにかかる総費用の 1％、応募者 1 人あたり最大 160UTM まで、

助成が行われる。中規模生産者プログラムの管轄は、牛の生産地域に実証ステーション



ネットワークを持っていることから、INIA が担当することになる。 
 
育種計画にかかる年間費用は、38 億 6,300 万ペソに達する。このうち、12 億ペソは小規模

農家への助成金で、25 億 5,000 万ペソは中規模生産者への助成金である。また、年間費用

の 3％は、計画の運営費である。 
 
 
2.1.2.4 納入業者開発プログラムの強化 
 
農業省から引き継いだ資金をもとに CORFO が継続している納入業者開発プログラム

（PdP）が成果を上げていることから、同プログラムの枠組みでより多くの活動を展開する

ことができるよう、公的部門による協調融資の上限を引き上げる方向で、プログラムの強

化を計ることが決定された。 
 
これは、牛肉にかかる PdP への資金の割り当てを引き上げるために、PdP がよく知られて

いる行動方式を既に持っていること、また、既に機能している半官半民の管理構造を持っ

ていることを活用しようとするものである。国内市場に焦点を当てた生産から、世界の最

も要求の厳しい市場（米国、イスラエルなどの市場）へ輸出することができる生産へ移行

するためには、それを可能にする技術の導入が不可欠である。この技術の導入を加速させ

る一連の新たな活動を、PdP を介して展開することが目的である。さらに、PdP は、意志

の疎通に一層の安定性をもたらす契約の締結を促し、生産者、屠殺場、輸出業者間の理解

を深めることに役立つとともに、特に生産者に対しより良い資金調達源を提供することに

貢献する。 
 
現在、既に機能している PdP は 6 つあり、約 200 名の牛肉生産者が参加している。これに

新しく 12 の PdP を創設することが提起されているが、そのためには、国家畜産開発計画

実施 1年目に 3億 600 万ペソの追加資金が必要となる。 2 年目以降は通常予算で、4 年間、

毎年 6 億 1,200 ペソ（農民一人あたり 170 万ペソの公的出資（60％）、1PdP あたり 30 名

の農民から構成される PdP が 12）がかかる。6 
 
現在、INDAP が指導している小規模農業生産者及び、組合的性格を持つ小規模農業生産者

の企業体においては、生産部門による直接輸出という点から見ると当然のことであるが、

と殺業者その他が既に獲得している商品化のチャンネルに参入し、機会を拡大し市場の明

確な要求に応えるために畜産業を近代化するという目標を PdP に見出すことが模索される

だろう。 
 
 
 
――――――――――――― 
6 PdP の数を増やす前に、PdP の運営費の見積もりが行われるであろう。理由は、民間部門から同額の運

営費で現在運営されている PdP の機能を最善のものにすることが可能であるとの指摘があるためである。

一方、FEDECARNE（食肉生産者連盟）は、PdP に参加している生産者の満足度を評価することが必要

であると考えている。 



2.1.2.5 チリ国立銀行（BECH）の新畜産融資 
 
肥育融資や飼養融資といった、畜産業に対する特別融資を創設するために、BECH の零細・

小規模企業管理室（Gerencia de Micro y Pequeña Empresa）と接触が行われた。これらの

融資を受けるための条件は、公的管理牧場（PABCO）で畜産業を営んでいること、国外市

場向けの資格を与えられたと殺場と販売契約を締結していること、継続的な技術改善に取

り組む正式な団体（納入業者開発プログラム PdP、技術移転グループ GTT、INDAP の牛

肉ネットワークなど）に属していることである。 
 
BECH による新畜産融資の望ましい特徴は、UF 建ての融資であること、期限については、

肥育融資の場合は 18 ヶ月、飼養融資の場合はそれ以上（期限はまだ未定）、貸出利率は融

資が行われる時の現行の公式利率、また、該当する担保の差出しには小規模企業家保証基

金 FOGAPE を利用することができる点にある。これらの融資の財源と詳細については、現

在まだ BECH によって検討中である。 
 
 
2.1.2.6 小規模食肉生産者ネットワーク（農牧開発庁：INDAP）*の強化 
 
チリの家畜総数の 42％を保有している零細家族農業部門にとって、肉用牛産業は現在重要

な意味を持っていることを強調する必要がある。これを考慮し、国家畜産開発計画におい

ては、最近創設された食肉生産農民企業ネットワーク（Red de Empresas Campesinas 
Productoras de Carne）を強化することで、零細家族農業部門を近代化する推進力を生み

出すことを目指している。このネットワークには既に、主として牛肉の生産と販売を行う

30 近くの農民企業に属する 500 名の個人農家が加盟している。上記の目標を達成するため

に、INDAP が現在有する資金が使用される予定で、同ネットワークに加盟する農民を SAG
や INIA が実施しているプログラムや、管理センター（Centro de Gestión：CEGE）、農食

品品質プログラム（Programa de Calidad Agroalimentaria）など、他の公的機関が進める

プログラムに参加させることを目指す。また、同ネットワークと各家畜品評会場との間に、

特別な関係を確立させる予定である。これによって、商品化の新たなスキームを設計する

可能性を開拓したり、新たなサービス（例えば、技術研修）を提供するために家畜品評会

の施設を利用したりすることができる。個人農家を国家畜産開発計画に統合するために

INDAP が持っているプログラムは以下のとおりである。 
 
・ 農業経営のための技術顧問サービス 
・ INTERAC（零細農業国際化プログラム） 
・ 劣化土壌回復プログラム 
・ 灌漑プログラム 
・ 農牧業近代化プログラム 
 
約 170 の集乳センターの傘下にあるおよそ 3,500 の農家が加盟している酪農生産農民企業

ネットワーク（Red de Empresas Campesinas Productoras de Leche）についても、同様

の取り組みが行われる予定である。 
 
 
 
――――――――――――― 
*これらのプログラムはすべて農業省が現在実行しているものである。従って、国家畜産開発計画の目標を

達成するのにより機能的にするため、運営と予算の調整のみが行われる。 
 



2.1.2.7 劣化土壌回復プログラム（PRSD）* 
 
1996 年から 2002 年まで実行された劣化土壌回復プログラムは、牧草地の確立・再生、燐

酸による肥沃化、石灰質の改善、土壌回復、土壌保全の各サブプログラムによって、畜産

部門全般に恩恵をもたらした。 
 
劣化土壌回復プログラムの恩恵を受けた合計 130 万ヘクタールのうち、42％に相当する約

55 万ヘクタールは畜産業を支援するためであった。同プログラムが投入した資金総額（7
年間で 960 億ペソ）のうち、全体の 37％に相当する 360 億ペソが畜産業用の土地に向けら

れたものであった。つまり、年間 60 億ペソ近くの金額が畜産業に投資されたことになる。 
 
劣化土壌回復プログラムを活用するため、PABCO や PdP のような他のプログラムに参加

している生産者にもっと照準を合わせられるよう、同プログラムの規則を修正する予定で

ある。 
 
 
2.1.2.8 畜産業近代化プログラム（BOGAN）* 
 
畜産業近代化プログラムの目標は、市場の要求により有効に応えることができる畜産技術

の革新プロセスを支援することである。そのために農牧開発庁(INDAP)が用意している資

金は、畜産プロジェクトの公募を介して割り当てられる。割り当てられる資金には、小規

模畜産業者が競争力を高めるために行いたいと思っている投資を促すボーナスも含まれて

いる。 
 
前述のような投資としては、主として機材と設備に対する投資、方法はいかなるものであ

れ遺伝資源の獲得、現在保有する家畜に代替するより繁殖力のある家畜の購入が挙げられ

る。繁殖力のある家畜の購入については、小規模生産者が牧草地の改良を十分行い、飼料

の生産保存計画を作成して、家畜の繁殖力を保証する必要がある。 
 
これまでの経緯を見ると、第 8 州、第 9 州、第 10 州及び第 11 州に、ボーナスとして授与

された資金の約 80％が集中している。このうち、第 10 州がほぼ 45％を占めている。これ

は、驚くどころか、第 10 州の畜産業に対する意欲を証明するものでしかない。他方、連携

プロジェクトよりも個人プロジェクトの方が優勢であることが観察される。これは農家の

個人主義的性格を証明している。（とはいうものの、投資に関していえば、いかなる場合も

個人プロジェクトの方が容易であることを認めなければならない。）畜産業近代化プログラ

ム（BOGAN）を通じ、過去数年間に亘って得られた経験から、投資の大部分は農場の畜産

設備に向けられており、家畜の改良や頭数拡大への投資は少ないことが分かった。現在、

同プログラムには、INDAP により年間 38 億 5,700 ペソの資金が投入されている。 
 
 
2.1.2.9 灌漑・排水工事への民間投資を促進する法律第 18450 号* 
 
過去数年間、国家灌漑委員会（CNR）は、自由貿易協定、特にメルコスールに対しチリの

競争力を高める一つの方策として、灌漑・排水工事民間投資促進法の財源を大幅に増加し

てきた。このようにして、灌漑プロジェクトの公募に用意した年間 240 億ペソのうち、CNR
は過去 2 年間、南部地域に灌漑プロジェクト用資金の 42％を割り当てた。 
――――――――――――― 
*これらのプログラムはすべて農業省が現在実行しているものである。従って、国家畜産開発計画の目標を

達成するのにより機能的にするため、運営と予算の調整のみが行われる。 



しかしながら、特に農家の間に灌漑を行う習慣があまりないことや、質の高いプロジェク

トを策定するためのコンサルタント能力が不十分であること、水資源の使用に関する法的

問題などが主な原因となり、南部地域はここ数年用意された資金の全額を獲得することが

できないでいる。2002 年に実施された 17 の公募においても、南部地域は使用可能な 88 億

5,000 万ペソのうち、76 億 4,700 ペソのみ獲得した。 
 
こうした経緯から、南部地域で灌漑を発展させるために必要な対策を連結させることが提

起されている。事前投資や、水資源の合法的使用、質の高いコンサルタントサービス、ま

た、南部地域の農業が同等あるいは優位に国内の他の地域の農業と競合することができる

ような別の振興策に灌漑を連結させることなど、総合的な方法で問題に対処することが必

要である。 
 
 
2.1.2.10 農畜産物輸出振興基金（FPEA） 
 
農畜産物輸出振興基金（FPEA）は、農業省の基金の一つで輸出促進局（ProChile）が運営

しているものである。ProChile は、数年前から牛肉、羊肉、乳製品市場を開拓するプロジ

ェクトに資金供与を行っている。牛肉に関しては 2001 年、4 つのプロジェクトを承認し、

合計 5,200 万ペソの資金供与を行った。2002 年においては、7 プロジェクトに対し合計 2
億 6,100 万ペソ、また、本年は 6 プロジェクトを承認し、資金供与額は 1 億 2,800 万ペソ

となっている。本年のプロジェクトの中には、ヨーロッパ市場の調査も含まれているが、

これは EU との貿易協定締結以来、チリ産牛肉のヨーロッパ市場への参入にかなり期待が

高まっていることを考慮したものである。さらに、米国、メキシコ、韓国及びその他関心

の高い市場についても、FPEA の使用可能な資金を使って、調査が行われる予定である。 
 
さらに、本基金の任務は、牛肉輸出委員会（Comité Exportador de Carne Bovina）と乳製

品委員会（Comité de Productos Lácteos）が既に 3 年前から担っている任務と関連するも

のである。両委員会は、牛肉・乳製品の輸出を支障なく行うために、公的部門と民間部門

のあらゆる行動を調整することを任務とする農業副大臣が指揮を執る機関である。 
 
新規市場開拓プロジェクトに対し、国家畜産開発計画が展開される全期間を通じ、年間 2
億 5,000 万ペソの追加資金が申請されている。これは FPEA を介して資金供与される。 
 
 
2.2 政策 2：農業省農牧庁（SAG）畜産保護局の強化 
 
農業省農牧庁（SAG）は現在、組織の運営方法について分析を行っているが、この分析に

基づき、畜産保護局の総合的な再編が早期に行われる必要がある。このベースに則り、国

家畜産開発計画の目標達成に不可欠と見なされる 3 つの行動分野で取り組みが行われる。 
 
・ 全国的な動物衛生状況の維持と改善 
・ 輸出畜産物の検査と保証 
・ 研究所 
 
国家畜産開発計画は、生産部門からのニーズ、国内畜産部門の発展に伴うニーズ、また、

国内畜産部門の輸出オファーに伴うニーズが高まっていることを考慮し、SAG の制度的強

化を提起している。 
 
 



2.2.1 動物衛生システムの強化 
 
動物衛生システムは、1970 年代に設計されたとおり、システム発動以来ここ 30 年間、重

要な成果を上げてきた。ニューカッスル病の根絶（1976 年）、口蹄疫の根絶（1981 年）、馬

伝染性貧血の根絶（1991 年）、豚コレラの根絶（1998 年）、また昨年は、鳥インフルエンザ

が発生したが、これも抑え込み根絶した。動物衛生問題が比較的穏やかな時期においても、

緊急事態においても、技術的専門的業務と情報管理の透明性によって、チリの動物衛生シ

ステムは国際的に認知されてきた。 
 
今日、同システムを新しい時代や市場のグローバル化、また、ますます高まる質の高いサ

ービスに対するニーズに適合させる必要がある。質の高いサービスというのは、信頼でき

る確固とした科学的な仕事に基づき、具体的事実を示して、保証としての衛生状況を証明

することを意味する。動物衛生システムの改革は、透明性という点からも、規模という点

からも、動物衛生庁（Servicio de Sanidad Animal）が単独で行うことができるものではな

く、多くの機関の積極的な関与を必要とする。また、改革の実行には、民間部門の専門家

や技術者、諸機関を取り込んで必要な行動を取ることができるよう、より柔軟な新しいス

キームが必要である。 
 
このような状況の中、チリが現在有する動物衛生状況の維持と改善に関して、SAG は卓越

した役割を担う。動物衛生状況の維持と改善は、監視、生物安全性、疾病の管理に関わる

現行の各種政策を強化し体系化することによってのみ可能である。これまで使用可能な予

算は、検査・保証システムの導入と維持に照準を合わせ、投入せざるを得なかった。これ

によって、輸出市場への参入が可能になったが、畜産物の競争力を高めるためには不可欠

である動物衛生システムの維持と改善を目的とした基本的な行動が後回しになってきた。 
 
以上を考慮して、SAG は現実のニーズに応えるため、動物衛生システムを改革し、強化す

る責務を引き受けた。そのために、以下の要素から成る、国内家畜の保護を目的とした特

別なプロジェクトを策定することを決定した。 
 
・ 国外・国境監視：畜産物の輸入の許可にあたり、生産物と生産国のリスクを分析する。

獣医システムと資格の承認を現地で行う。輸入に要求される衛生基準の更新、策定、検

査を実施する。国境での衛生管理を機能させるための研修と監査を実施する。 
 
・ 外来病の進入の監視と防止：口蹄疫防止計画、牛海綿状脳症モニタリング計画（対象：

動物、消耗品）、国内では検出されていないが、国際獣疫事務局のリスト A、B に掲載

されている疾病で輸出の妨げとなり得るもののモニタリング計画。 
 
・ 風土病の監視：我が国でよく見られる疾病で、その経済的、政治的、社会的影響から、

公的な行動戦略を定義するための評価が必要なもの（牛ブルセラ病、牛結核病など）を

積極的に監視する年間計画を定義・実施する。 
 
・ 衛生管理：全国的に畜産業登録簿を作成する。経済的に重要な種の頭数の推移を調査す

る。牛ブルセラ病根絶プロジェクトを強化する。 牛結核病抑え込みプロジェクトをフ

ォローアップする。 PRRS 病根絶のための半官半民プロジェクトをフォローアップす

る。 PABCO（公的管理牧場）システムに加盟している牧場において、衛生手続きを

チェックし、遵守されているかどうか監査する。 
 
・ 法規制：市場のグローバル化から発生する新たなニーズに対応することができるよう、



畜産業に関連する法規制（法律及び政令）を改定する。農業の持続可能な発展を可能に

するような法規・規則を研究・提案する。牧草地登録システム（Sistema de Registro 
Predial）を保護し、必要な場合には動物の移動や人との接触を規制する法規制を提案

する。動物衛生分野における現行の法規制が遵守されているか検査する。 
 
・ 診断：要求される診断技術を導入し機能させるために、SAG の研究所ネットワークを

強化する。診断研究所の証明書システムを強化する。研究所公式ネットワークの機能を

監査する。（SAG 及び信用のある機関による） 
 
・ 研修：技術資料を作成し、普及活動に参加する。特に農薬の正しい使用法と優れた畜産

活動（BPG）の適用に力を注ぐ。資格を持った獣医師を対象とした研修を実施する。 
 
SAG は 2003 年、口蹄疫の予防、牛ブルセラ病の根絶及び牛結核病の管理に対し、24 億 1,000
万ペソの予算を割り当てているが、そのうち 62％は民間部門へ譲渡される。現在に至るま

で行われている牛ブルセラ病・牛結核病の衛生的管理と口蹄疫の予防対策を継続しながら、

特に国内における監視と外来病の国内への進入の防止に関して、全国的に動物衛生システ

ムを強化することがますます層求められている。 
 
動物衛生にかかる追加資金は 5 年間に亘り、年間 6 億 100 万ペソに上る。さらに SAG は、

2004 年の予算請求に、動物衛生プロジェクトの予算として合計 25 億 8,300 万ペソを加え

ている。 
 
 
2.2.2 輸出畜産物の検査・保証システムの近代化と強化 
 
2.2.2.1 厚生省の検査機能の SAG への委託 
 
近頃、牛、羊、豚及びそれらの肉の獣医学検査について、厚生省と SAG の間で委託契約が

締結された。厚生省はこの委託契約によって、一部または全部が輸出に向けられる食肉を

と殺場で衛生検査する業務を SAG へ委託する。これは、と殺場で検査を行うためにかなり

の数の専門家が SAG に吸収されることを意味するが、その大部分は現在、厚生省の管轄下

で働いている検査官である。この決定によって、食肉部門に影響を及ぼしている障害に立

ち向かい、それを克服するのに、かなり前進したと言える。 
 
 
2.2.2.2. SAG の検査・保証システムの再編 
 
目指すところは、畜産物の国際市場へのアクセスを維持・拡大し、畜産物の輸出オファー

を強化・増大することである。 
 
SAG は、チリの輸出畜産物を保証する公的機関である。つまり、課せられた動物衛生上の

要求が遵守されていることを輸出先の市場に対して公的に証明する機関である。そのため、

このような保証を裏付けるために必要なメカニズムと措置を立案し導入しなければならな

い。 
 
検査・保証システムは、輸出先の国々の輸入要件を満たすために、これまで適宜、適用さ

れてきた。しかしながら、輸出品の量と輸出先の国数が増加したことや貿易協定の締結、

厚生省から検査業務を委託されたことなどから、SAG の検査・保証システムは強い圧力に

さらされている。7 そのため、同システムの運営体制を再編することが不可欠になってい



る。再編を行わなければ、機能停止が生じる危険がある。もしそうなれば、国の信頼、ま

た、畜産物の検査と保証を担当する機関としての SAG の信頼は損なわれる可能性がある。 
 
輸出先の国によって異なる保証が要求されることから、チリでは家畜生産物の輸出保証は

ますます複雑になってきている。さらに、EU、韓国との自由貿易協定、次には米国との自

由貿易協定も控えているが、これらの自由貿易協定によって、恒久的な運営体制と基準を

確立することが必要になっている。これは、より競争力を持ってこれらの市場に参入し、

これらの市場やその他の市場で輸出の障害となる技術的障害の削減をより有効に交渉する

ことを可能にするものでなければならない。 
 
一方、外国からの様々な視察団の報告書では、チリの現行の検査・保証システムが抱える

制限が指摘されているが、これは、誤りを正し弱点を克服することを可能にする一連の対

策の実施を強制するものである。そのため、以下に示す 4 つの中心分野で作業することが

提起される。  
 
・ 国際交渉：チリの動物衛生状況の認知、保証システム、輸出相手国が提示する要件の定

義に関して、SAG の交渉能力を強化する。 
 
・ 検査・保証の運営体制：輸出畜産物の検査・保証プロセスについて、効率の良い統合的

な構造を確立する。これは、国際市場の現在のニーズや要件、また中期的、長期的ニー

ズや要件に対応することが可能な構造であること。 
 
・ 基準と手続きの設計：国内の法規制と輸出相手国が要求する安全性のニーズに基づいた

検査システムを定義する。そのためには、まず、これらの要求の遵守に関して、公的機

関とと殺場の責任を明確にすることが必要である。加えて検査システムが確立すれば、

“輸出農畜産物の消費適性の保証”に関して、SAG 基本法（Ley Orgánica del Servicio）
が定める規定を遵守することもできる。 

 
・ 法律・規則の改正：SAG が定義する検査・保証システムが輸出相手国によって特に大

きな問題もなく承認されるよう、関連法律及び規制全般を定義する。 
 
SAG の現在の構造は、今日まで保証のニーズの変化に対応できるものではあったが、すべ

ての輸出向けと殺場で検査を実施する責任に有効に対処するためには、現在の構造を大幅

に改革する必要があるのは明白だ。一方では、SAG の現在の人員体制を強化することが急

務である。他方、輸出畜産物における残留物の管理や微生物のモニタリングなど、基本的

なプログラムに充てるため、安定した資金調達が要求される。結局、SAG の構造をいろい

ろ改革する必要がある。その一つとして、貿易班（Unida de Comercio Exterior）の設置が

挙げられるが、これは、貿易協定が拡大していることから正当化される。また、獣医学検

査班（Unidad de Inspección Médico-Veterinaria）の設置も予定されており、厚生省が 2002
年までやっていた機能を吸収することになる。 
 
 
 
 
――――――――――――――― 
7 2002 年、畜産物の輸出は 2 億 300 万ドルに達したが、内訳は以下のとおりである。鶏肉・豚肉（1 億

3,200 万ドル）、羊肉（1,100 万ドル）、牛肉（700 万ドル）、乳製品（4,400 万ドル）、蜂蜜（900 万ドル）

いずれも急激な成長率を示している。 
 



2003 年に対しては、5 億 900 万ペソの予算が充てられているが、これは輸出用と殺場（厚

生省の食肉検査所は含まない）に設置される検査設備の調達や、公式の輸出保証書の作成、

金属スタンプの作成、輸出入電子情報サービスへの加入、また、残留物管理プログラムに

おける SAG の運営に使用される。 
 
SAG の検査・保証システムの再編に対しては、年間 4 億 1,800 万ペソの追加資金が申請さ

れており、追加的に設置される検査設備の調達（新たに輸出用と殺場が 2 ヶ所設置される

予定である）費や運営費として使用される他、検査・保証プロセスに関連した地方及び中

央の設備の強化に使用される予定である。8 さらに、SAG は 2004 年の予算として、検査・

保証プロジェクトの費用、合計 16 億 4,900 万ペソを申請している。 
 
 
2.2.2.3 独立検査基金（法律第 19162 号が定める検査） 
 
現在チリは、消費する食肉の 40％以上（2002 年は 102,000 トン以上）を輸入しているが、

これらは、現在、ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイから供給されている。この数字は

今後も確実に増えると思われるが、60 以上の屠殺場で処理された食肉が輸入されている。

チリは口蹄疫や BSE など、自国で発生していない問題に関して衛生的な保証を要求してい

る。 
 
国内畜産部門が常に懸念していることの一つは、チリの法規制（法律第 19162 号及び同法

律の規定、該当する基準）が、チリに牛肉を輸出する資格を与えられている外国の施設で

SAG が検査を行うことを課していない点にある。現在、このような施設で SAG が検査を

行うことができる機会は、2 年に 1 度、輸出資格の期限が終了する時である。しかし、この

期限は延長される傾向にあり、しかも、輸出国側との間で、輸出国による同等検査に関し

て合意に達した場合には、期限が廃止される可能性がある。その可能性についてはこれま

で繰り返し提起されてきた。 
 
輸出資格を得るための検査にかかる費用は、チリへ食肉を輸出することに関心がある外国

企業によって負担されてきた。チリの畜産業者が判断するところによると、これは、各と

殺場に対し SAG が取る決定に独立性がない原因となっている。 
 
代替案として提起されているのは、国家の財源で賄われる独立検査を実行することができ

るよう、基金を設けることである。これによって、一方では国内生産者の懸念に応えるこ

とができ、もう一方では、衛生的な保証の遵守と、法律第 19162 号（食肉法及び同法が規

定する基準と規則）の規定の遵守を確認するという、2 つの目的を持った恒久的な牛肉納入

業者検査プログラムが確保される。 
 
さらに、基金の設立によって、現時点では公的部門にせよ、民間部門にせよ、関係諸部門

が自由に使用することができないデータの使用が可能になるが、データの収集と分析を支

援するため、SAG の設備を強化することも検討されている。また、国内的、国際的な規範

を作成・監督する活動を強化することも同様に検討されている。追加資金として、年間 1
億ペソが申請されている。 
 
 
―――――――――――――― 
8 SAG の畜産検査業務に関しては 2003 年に、民間部門が支払う手数料として、7 億 7,540 万ペソの収入

を見込んでいる。これは、輸出の増加に伴い平行して増える収入である。 
 



2.2.2.4 動物に使用される薬品・食品の管理 
 
人間が消費する食品の安全性と品質は、世界中のすべての国において常に懸念されるテー

マである。こうした状況の中、WTO の食品貿易標準規格に加え、国際食品規格委員会

（CODEX）と国際獣疫事務局は食品の安全性の問題に積極的に取り組んでいる。消費者は

大きな力となり、国内レベル、国際レベルの組織を組んで、食品の安全が議論される世界

的なフォーラムに活発に参加している。こうした状況の中で、SAG は動物に使用される薬

品と食品を登録、検査、管理する責任機関として、人間が消費する食品の安全性に関して

重要な役割を果たしている。 
 
SAG の薬品食品課（Subdepartamento de Medicamentos y Alimentos）は、この問題に関

して大きな努力を払ってきた。人間にとって有害な一部の薬品（クロラムフェニコール、

ニトロフラン剤、5-ニトロイミダゾール）の家畜への使用を禁止していることを指摘してお

くことが重要だ。また、アメリカ動物用薬品調整委員会（Comité Americano de 
Armonización de Medicamentos Veterinarios：CAMEVET）に積極的に参加していること

や、CODEX の残留物小委員会の専門事務局としての役割を担っていることも言及しておか

ねばならない。 畜産食品の安全性というテーマにおいて、動物用の食品と薬品は基盤、す

なわち、人間にとって安全な食品の獲得が目的である複雑な鎖の最初の環である。このこ

とを明確にしておくことが大切だ。この最初の環が強化されれば、輸出される畜産食品の

薬品残留物モニタリングにおいて、違反となる残留物が抽出される可能性が減り、恩恵が

もたらされる。 
 
資金がない各種のプロジェクト（動物用薬品・食品の販売店調査、販売店での薬品品質分

析、バイオテクノロジー、国際基準の分析と適用、検査）に資金供与するため、年間 4,700
万ペソの追加資金が申請されている。9 
 
 
2.2.2.5 輸出畜産物における残留物のモニタリング 
 
SAG が現在実施している残留物管理プログラムは、EU やその他の市場向けに畜産物を輸

出するのを支援するものである。残留物の管理は、畜産物を流通させるためにこれらの市

場が課している要求であるからだ。 
 
残留物管理プログラムが開始されたのは 1987 年で、当初は羊肉が対象であった。その後、

1999年には鶏肉と豚肉にも適用されることになった。牛肉への適用は 2002年に始まった。 
 
残留物管理プログラムの実施は、プログラムの実施・査察を担当する SAG を介して、国家

にとっても、また、SAG から資格を与えられた研究所で実施される分析にかかる費用を負

担する関係民間部門にとっても、負担を意味するものである。 
 
SAG が負担する費用は、残留物管理プログラムが、先に述べた輸出畜産物の検査・保証シ

ステムの一部を構成していることから、同システムの費用に組み込まれている。民間部門

の方は、現在、いくつかの方法（直接支払い、SAG の基金による支援など）によって、研

究所の分析費用を負担している。牛肉部門に限っていえば、2002 年、輸出促進局（ProChile）
の資金によって賄われた。 
 
――――――――――――――― 
9  さらに、2004 年の予算の申請に、SAG は 4,700 万ペソを本プログラム用として加えた。 
 



国家畜産開発計画によって、残留物管理プログラムの継続を保証し、本年度始まった輸出

プロセスを継続可能にする恒久的な資金調達手段が確立されるであろう。 
 
輸出先の市場が課す現行の要求に従うと、モニタリング（研究所の分析）費用として、年

間 1 億 2,000 万の追加費用が必要である。 
 
 
2.2.2.6 輸出畜産物における病原菌管理プログラム 
 
チリが進める市場開放政策によって、現在チリの乳製品、鶏肉、豚肉、羊肉、牛肉には比

較優位と競争力があり、よって、これらの生産会社及び加工会社は国際市場に参入するこ

とが可能であることが明らかになった。 
 
チリがこのような有利な状況にあることから、国際市場に参入し、その中で競争するのを

可能にするシステムを強化しなければならない。 
 
こうした意味において SAG は、以下の目標を掲げた、輸出用と殺施設における病原菌管理

プログラムを確立することが不可欠だと判断した。 
 
・ 米国農務省（USDA）食品安全検査局（FSIS）に匹敵するような、食肉処理検査・保証・

管理システムをできるだけ早期に国内で立ち上げる。 
 
・ 病原菌削減に関する EU のガイドラインを遵守する。 
 
・ HACCP 原則に基づく食品品質保証体系を有効にするため、CODEX の現行の勧告を遵

守する。 
 
SAG が病原菌管理プログラムを導入・運営するのに必要な資金は、1 年目は 7,000 万ドル

である。また、2 年目以降は、通常予算で 6,000 万ペソである。一方、病原菌管理プログラ

ムにおける民間輸出部門の支出は、研究所の分析費として年間 2 億 1,000 万ペソ（すべて

の輸出部門を含む：鶏肉、豚肉、羊肉、牛肉）である。 
 
 
2.2.3 研究所システムの強化 
 
これまで述べてきた各種のプログラムに、さらに SAG の公式研究所に対するニーズが加わ

る。今日、SAG の研究所は公式研究所として機能しているものの、公式研究所の資格は他

の研究所へ委託している。例えば、重金属の残留物に関する分析は、チリ核エネルギー委

員会の研究所へ委託している。しかしながら、微生物、ホルモン、抗生物質の分析に関し

ては公式研究所がなく、そのため、輸出品の安全性を保証するのに必要な専門的な裏づけ

が制限されている。 
 
この欠陥については、チリ畜産物の輸出相手国の獣医学機関や衛生当局が派遣した視察団

によって、繰り返し指摘されてきた。これを解決するためには、食品中の残留微生物及び

微生物分析の分野に関して、ロ・アギーレ研究所に投資（建設、設備、運営、人員の雇用）

を行うことが必要である。 
 
他方、外来病の診断に関しては、技術的ニーズが新たに発生するのに基づき、量的質的な

見直しを常に行って、更新していく必要がある。また、各公式研究所の生物安全性規格を



全国的に高めることが必要である。 
 
1 年目は追加予算として 11 億 5,700 万ペソ、2 年目以降は通常予算で、3 億 6,000 万ペソと

なっている。 
 
 
2.3 運営面 
 
2.3.1 計画の調整 
 
国家畜産開発計画の調整は、農業省の農業政策調査局（ODEPA）が、農牧庁（SAG）、農

牧開発庁（INDAP）、農牧研究所（INIA）、農業革新基金（FIA）、国家灌漑委員会（CNR）

など、農業省の各関係部局の代表者から構成される委員会と密接に協力しながら、担当す

ることになる。この委員会は肉用牛産業開発のための国家委員会（Comisión Nacional para 
el Desarrollo de la Ganadería Bovina de Carne）及び国家酪農委員会（Comisión Nacional 
de la Leche）を介して、民間部門とともに作業することになる。 
 
3 ヶ月ごとに評価会議を行い、国家畜産開発計画の定期的な評価を行うことが提起されてい

る。 
 
 
2.3.2 コミュニケーション 
 
輸出への挑戦は、畜産業を営む国内生産者の関与を必要とする。これには、大きなコミュ

ニケーション努力が必要である。定められた目標に到達するためには、小規模生産者、中

規模生産者、大規模生産者において、大規模な技術的、文化的改革を誘発しなければなら

ない。そのような改革を達成するためには、技術革新以外に手段はないのだが、コスト的

な理由から、技術革新に直接巻き込むことができるのは、一部の農民だけである。 
 
改革への取り組みを強化するため、技術改革に直接参加する者達を技術的・商業的な普及

のベクトルとして利用することを狙った、新たな戦略が適用される予定である。そのため

には、消極的、あるいは、開発が遅れているといえる古いタイプの農民達を関与させるこ

とを目指し、畜産部門全体に新たな組織的ムードを作り出すような本格的国内キャンペー

ンを実施する必要がある。 
 
そのためには、様々なメディア（広告、ビデオ、インターネット、その他）を使って、国

家畜産開発計画普及キャンペーンが実施される。キャンペーンの目的は以下のとおりであ

る。 
 
・ 関心のある生産者が利用するよう、食肉部門における現行の措置を推進する。 
・ 成果が出ている進歩を知らせる。 
・ 国内全牧場において、技術・経営の改善を促進するような、生産者への伝達システムを

確立する。 
 
このための追加費用は、年間 2 億ペソと見積もられている。 
 
 
 
 



 
2.4 予算 
 
2.4.1 予算の状況 
 
国家畜産開発計画の実行にかかる費用は、普及キャンペーンにかかる費用も含め、1 年目は

324 億 200 万ペソの金額に達する。しかしながら、農業省はこれまで畜産部門において各

種の行動を実行してきているため、必要な追加予算は 97 億 5,200 万ペソのみである。 
 
 
2.4.2 国家畜産開発計画の恩恵 
 
国家畜産開発計画は、牛肉と乳製品の輸出を今後数年間で漸進的に拡大しようというもの

で、2005 年に食肉の輸出高を 7,500 万ドル、乳製品の輸出高を 1 億ドルに拡大することを

目指している。また、本計画が他の食肉の輸出の増加を後押しするものとなることが期待

される。というのも、牛肉以外の食肉の輸出は、2002 年には 1 億 5,000 万ドル近くまで伸

び、今後 5 年間、引き続き延びることが期待されているからである。 
 
 



説明表 
 

 
政策 1：肉用牛産業における競争力の改善 

追加資金が必要なプログラム 
プログラム 要約 

公的管理牧場（PABCO）基金 環境、健康、動物福祉を考慮して、牛管理規

格を引き上げる。 
畜産施設の登録と家畜移動管理 国内のいかなる点からも、家畜や畜産物の産

地と目的地を有効かつ信頼できる方法で特

定することを可能にする 
個々の家畜の判定 国内におけるトレーサビリティーの効率的

管理の基盤として、牛の判定・登録システム

を確立する。 
研究・技術移転 食肉業者と、応用研究に対する生産者側ニー

ズとのインターフェイスとして機能する、食

肉技術センターを設立する。 
育種計画 生産性・品質規格を引き上げるために、人工

授精の活用を奨励する。 
納入業者開発プログラム（PdP）の強化 PdP は、競争力を改善し、相互の利益に便宜

を図る目的で、家畜生産者と加工業者間の結

びつきを確かなものにする。 
チリ国立銀行（BECH）新畜産融資 同プログラムの目的は、特別な畜産融資を確

立することである。肥育融資や飼養融資 
 
 
 



 
 

政策 1：肉用牛産業における競争力の改善 
資金が供与されているプログラム 

プログラム 要約 
小規模食肉生産者ネットワーク・小規模酪農

生産者ネットワークの強化(INDAP) 
ネットワーク加盟者を、既存の公的プログラ

ム及び家畜品評会と結びつける。 
劣化土壌回復プログラム 同プログラムの目的は、農牧地の保全、持続

可能な管理、回復を促進することにより、土

壌の劣化プロセス食い止める、あるいは、逆

戻りさせることである。 
畜産業近代化プログラム 
BOGAN 

同プログラムの目的は、市場の要求に応える

ことができる畜産技術の革新プロセスを支

援することである。 
灌漑・排水工事への民間投資を促進する法律

第 18450 号 
灌漑地域を拡大し、灌漑用水をより有効に使

用する、あるいは、排水の悪い農地を改善す

る。また、全般的に、灌漑・排水工事、その

他関連工事を促進する。 
農畜産物輸出振興基金 FPEA 農畜産物の輸出の拡大を促す。 
 
 



 
 

政策 2：農業省農牧庁（SAG）畜産保護局の強化 
資金調達が必要なプログラム 

プログラム 要約 
動物衛生の強化 今日に至るまで行われてきたブルセラ病と

結核病の衛生的管理、並びに口蹄疫の予防対

策を継続しながら、国内の監視及び国内への

外来病の侵入を防止する措置を強化する。 
SAG の検査・保証システムの再編 検査・保証システムの再編、基準・手続きの

設計、貿易班の創設によって、輸出可能な畜

産物のオファーを強化・拡大する支援を行

う。 
独立検査基金（法律第 19162 号） チリへ食肉を輸出する資格を与えられてい

る施設に対し、独立検査を実施することがで

きる資金を供与する。 
動物に使用される薬品・食品の管理 動物用薬品・食品の販売店調査、販売店にお

ける薬品の品質検査、バイオテクノロジー、

国際基準の分析と適用、検査を実施するため

の資金が要求される。 
輸出畜産物における残留物のモニタリング 同プログラムは畜産物の輸出を支援するも

のであり、輸出先の市場の要求を遵守するの

を可能にする。 
輸出畜産物における病原菌管理プログラム 
 

輸出用食肉のと殺施設における病原菌の削

減に関して、食肉が輸出される市場の要求を

遵守する。 
研究所システムの強化 微生物、ホルモン、抗生物質の分析に関して、

公式研究所を確立する。これは、輸出先の

国々から派遣された視察団によって繰り返

し提起されてきた要望である。 
 
 



 
プログラムにかかる費用と民間部門への譲渡 

単位：100 万ペソ 

 

政策 

2004 年予算 1  年目追加予算 2 年～5 年追加

予算・通常予算 
1 年目合計予算 

競争力改善政策     

民間部門への 
譲渡率 

民間部門への 
譲渡額 

優れた畜産活動（BPG）基金       310 310 310 100% 310
畜産施設の登録       1,000 698 1,000
個々の家畜の同定  560 560    560 40% 224
食肉技術センター（1）  250 250    250 100% 250
技術移転（INIA）（2） 280      500 500 780 90% 702
小規模食肉生産者ネットワーク（3） 25      25 -
納入業者開発プログラムの強化  306 612    306 100% 306
劣化土壌回復プログラム（4） 6,000      6,000 100% 6,000
畜産業近代化プログラム（BOGAN） 3,857      3,857 100% 3,857
灌漑法（5） 7,647      7,647 100% 7,647
農畜産物輸出振興基金（6） 128      250 250 378 100% 378
普及キャンペーン       200 200 200 -
育種計画       3,863 3,863 3,863 97% 3,747
政策小計 17,937     7,239 7,243 25,176 23,421 
制度強化政策       
動物衛生システムの強化（7） 2,589      601 601 3,190 62% 1,978
国境管理 308      308
輸出品の検査・保証 1,397 418 418    1,815 -
独立検査基金（法律第 19162 号による検査）  100 100    100 -
動物に使用される薬品・食品の管理       47 47 47 -
残留物のモニタリング  120 120    120
病原菌管理プログラム       70 70 70
研究所システム       1,157 360 1,157
政策小計 4,294      2,513 1,716 6,807 1,978
合計 $      22,231 $       9,752 $       8,959 $      31,983  $      25,399 
調整が提案されている 2004 年の出費（黒字イタリック体になっている数字）                                          5,617 
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